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第 18回がん対策推進協議会議事次第

日 時 :平成 23年 3月4日 (金)

10:00～ 13:00

場 所 :三 田共用会議所講堂

議 事 次 第

1 開会

2 議題

(1)がん診療連携拠点病院等の今後の役割等について

(2)､がんの相談支援 ･情報提供についての集中審議
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がん診療連携拠点病院等の今後の役割等について (案)

(はじめに)

がん診療連携拠点病院については､全国どこでも質の高いがん医

療を提供することができるよう､平成13年度から ｢がん診療拠点
病院｣事業として指定が行われてきた｡その後､平成18年から､
地域の医療機関との連携の強化のため､｢がん診療連携拠点病院｣事

業と改正され､さらに平成20年には､がん対策推進基本計画を踏
まえ､集学的治療の推進等の観点から指定要件の見直しが行われ､

現在､377施設が指定されているところである (平成23年4月
に､新たに11病院を指定予定)0

今後､地土或のがん医療の向上と､がん患者が､進行 ･再発といっ

た様々ながんの病態に応じて､安心 ･納得できるがん医療が受けら

れるようにするため､当協議会で検討を行い､今後のがん診療連携

拠点病院の在り方等について､以下のとおりの結果を取りまとめた｡

(がん診療連携拠点病院の役割等と今後の方向性について)

･ 都道府県がん診療連携拠点病院については､都道府県に概ね1
施設を指定し､県全体の各種研修等を開催するとともに､都道

府県がん診療連携協議会を設置し､都道府県内のがん診療連携

拠点病院との連紹調整等を行い､都道府県内のがん対策の向上

に努めてきた｡

･ 今後､この機能をさらに充実 ･強化させる必要があり､特に､

地土或の医療機関との連携の強化等を図るため､都道府県がん診

療連携協議会に都道府県医師会が参画するなど､地域の医師会

と連携をとることとする｡

･ 地域がん診療連携拠点病院については､これまで概ね 2次医
療圏に 1か所の医療機関を指定することを原則とし､同医療
圏内のがん医療 (特に緩和ケア)の向上､がん患者さん力＼らの

相談への対応及びがん登録等を実施してきた｡
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･ しかしながら､都道府県や 2次医療圏ごとに､地理的要因､
交通､人口､がん患者数､医療機関数等に差があり､全国統一

的な指定要件を適応することが囲難との意見がある｡

･ さらに､がん医療については､例えば重粒子線治療や小児がん

医療等の､非常に高度専門的であるために集約化が求められる

医療と､チームによる緩和ケアや標準的治療等の均てん化をす

すめる医療とが混在している｡ただし､これらについては､そ

れぞれの医療機関が "点"で提供するのではなく､地域連携と

いう考えのもと医療機関同士が連携して "面"で提供すること

が望まれている｡

･ このようなことを踏まえ､今後､地理的特性､人口､患者の受

療行動､医療機関間連携の状況等を､都道府県が勘案してがん

診療連携拠点病院の配置に関する検討を行い､その結果を踏ま

え､国において､弾力的にがん診療連携拠点病院の指定を行う｡

･ ただし､指定数等において都道府県格差や地域格差が極力生じ

ないよう､また､地域によってがん医療水準が異なることがな

いように､がん診療連携拠点病院の弾力的配置に関する考え方

を､厚生労働省において明示する必要がある｡その際､現在､

既に都道府県が独自に行っている認定病院制度との整理を行

う｡

･ 更に､地域との連携の強化という観点力＼ら､地域連携クリティ
カルパスの運用や地域における研修､医師等からの相談への対

応等､地域連携の取組を評価する｡

･ 現在､349医療圏中､がん診療連携拠点病院が整備されてい
る医療圏は231医療圏にととまり､そのことにより､いわゆ
る空白の医療圏の地域住民の安心感等が阻害されているとの

指摘がある｡

･ そのため､当該地域に指定要件を満たす病院の整備ができない

場合のみを対象とし､地土或内のがん患者の相談に応じるととも

に､医療機関との地域連携の拠点となる医療機関を､｢がん相

談連携拠点病院｣等として､例外的に指定できることとするこ

(がん患者の視点に立った機能の強化)/
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･･がん患者から､がん診療連携拠点病院を訪問しても｢拠点病院

なのかどう力＼わからない｣､｢相談支援センターがあるはずなの

にわかりにくい｣などの指摘があり､がん診療連携拠点病院の

体制は一定程度整備されたものの､それが患者をはじめとした

一般国民にとって非常に分かりにくい(見えにくい)との指摘
がある｡

･ このようなことから､今後､がん患者やその家族等にとってわ

かりやすいように､がん診療連携拠点病院の機能を院内に表示
することを指定の要件とする｡

･ さらに､一定規模以上の患者を診療すること､再発がん等につ

いて積極的に対応すること､がん患者及びその家族が心の悩み

や体験等を語り合うための場を設けること等により､がん診療

連携拠点病院の機能の向上を図る｡

(その他の事項) L

下記の事項については､他の審議会やがん対策推進協議会の各種

専門委員会における議論等を踏まえ､今後､検討する｡

･ 5大がんすべてに対する標準的治療を提供できなくとも､一部
のがんに対して提供している医療機関の取扱

小児がんに対応するための医療機由の在り方

･ 重粒子線等の高度専門的医療とがん診療連携拠点病院制度と
の関係

･ ドラッグラグの解消等に資するための臨床研究の推進を含む

ライフイノベーションの推進とがん診療連携拠点病院制度と

の関係

･ がん診療連携拠点病院の評価方法のあり方(がん診療連携拠点

病院の監査､患者満足度調査など)
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がん診療連携拠点病院等の今後の役割等について (案)

(はじめに)

がん診療連携拠点病院については､全国どこでも質の高いがん医

療を提供することができるよう､平成13年度から ｢がん診療拠点
病院｣事業として指定が行われてきた｡その後､平成18年から､
地域の医療機関との連携の強化のため､｢がん診療連携拠点病院｣事

業と改正され､さらに平成20年には､がん対策推進基本計画を踏
まえ､集学的治療の推進等の観点から指定要件の見直しが行われ､

現在､377施設が指定されているところである (平成23年4月
に､新たに11病院を指定予定)0

今後､地域のがん医療の向上及び均てん化と､がん患者が､進行 ･
再発といった様々ながんの病態に応じて､安心 ･納得できるがん医

療が受けられるようにするため､当協議会で検討を行い､今後のが

ん診療連携拠点病院の在り方等について､以下のとおりの結果を取

りまとめた｡

在お､がん診療連携拠点病院の基本的機能 ･要件である緩和ケP_

型挺進､がん登録の実施､相談 ･支援の実施､がん研究の推進等に
ついては､別途集中審議や専門委員会等において検討するため､そ

の結果も盛り込んで整合性を図ることとする｡

(がん診療連携拠点病院の役割等と今後の方向性について)

･ 都道府県がん診療連携拠点病院については､都道府県に概ね1
施設を指定し､県全体の各種研修等を開催するとともに､都道

府県がん診療連携協議会を設置し､都道府県内のがん診療連携

拠点病院との連結調整等を行い､都道府県内のがん対策の向上

に努めてきた｡

｣ 今後､この機能をさらに充実･強化させ､すべての患者に質の
高い医療を提供する均てん化を目指していくる必要があり､特

に､がん診療連携拠点病院以外のがん診療を担う病院や診療所

星と地域の医療機関との連携の強化等を図ることが重要であ
るOその際､提供されている医療の質､均てん化の進展度合い､
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その中でがん診療連携拠点病院が果たしている役割等をでき

るだけアウトカム (成果)ベースでモニター (把握 ･評価)で

きろよう､基盤撃備を行う必要があるOがん診療連携拠点病院
の評価方法については､訪問審査や患者満足度調査等の導入や

異体的方法について別途検討する｡

いわゆる病病連携､病診連携等の医療機関同士の連携､病院 ･_
在宅看護ステーション･薬剤師等の地域の多職種の医療･介護

関係者による連携等を強化する必要がzESiE2iIk 都道府県が

ん診療連携協議会の機能強化のために都道府県医師会登園塵

超越が参画するなど､地域の医師会豊と連携をとるrtともtこゝ
地 起塑 基盤等要皇塾亘亘巨星さ_遭遇呈蓬塑型過重長

めることとする.三脚

いては､ガん患者動態に関する地域実態調査や医療資源調査等
に基づく地域のがん医療の現在及び中長期需用と医療資源の

状況を踏まえ､地域医療立回との連環も図ったうえ､_最適な体

割への組み換えを日程的に協議し､最適化の実現を図っていく.
ことが求められる｡

地域がん診療連携拠点病院については､これまで概ね 2次医
療圏に 1か所の医療機関を指定することを原則とし､同医療
圏内のがん医療㈱ -の向上､がん患者さん盈空重
の家族等からの相談への対応及びがん登録等を実施してきた｡

しかしながら､都道府県や 2次医療圏ごとに､地理的要因､
交通､人口､がん患者数､医療機関数等に差があり､全国統一

的な指定要件を適応することが困難との意見がある｡

さらに､がん医療については､例えば重粒子線治療や小児がん

医療等の､非常に高度専門的であるために集約化が求められる

医療と､チームによる緩和ケアや標準的治療等の均てん化をす

すめる医療に整理して考量る必要があると-が湿圧LM ｡た
だし､これらについては､それぞれの医療機関が "点"で提供

するのではなく､地域連携という考えのもと医療機関同士が連

携して "面"で提供することが望まれている｡また､医療機関

同士の役割分担を進めることが重要であり､その際､5大がん
の標準治療等の一般的な治療と高度専門的な治療など､発生頻

度に応じた集中と分散のバランスを最適化した体制の整備も

求められるo同時に､連携に関する評価手法の開発を進める｡
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二_このようなことを踏まえ､今後､地理的呼性､人口､患者の受
療行動､医療機関間連携の状況等を､都道府県が勘案してがん

診療連携拠点病院の配置に関する検討を行い｣その結果を踏ま

え､国において､勝地 にがん診療連携拠点病院制度の充実等

を図るとともに､指定の弾力化について検討する｡

硯 をを行う｡

･ただし､指定数等において都道府県格差や地土或格差が極力生じ
ないよう､また､ノ地域によってがん医療水準が左≧土異なるこ
とがないように､がん診療連携拠点病院の弾力的配置に関する

考え方を､厚生労働省において明示する必要がある｡その際､

現在､既に都道府県が独自に行っている認定病院制度との整理

を行う｡また､医療の質と均てん化の進展度をモニターしなが

ら､がん診療連携拠点病院とその制度の現況を見える化する仕

組み(例:いわゆるベンチマークセンター)について検討するO

なお､これまでは医療機関の機能 (ストラクチャ｢)-中心のモ
ニターであったが､今後は､地土或で実現している医療とケアの

プロセス及びアウトカムと､医療機関のそれらへの貢献につい

てモ二包丁できるよう､塩討に努めるOまた､_がん診療連携拠
点病院のネットワークを広げることが､がん診療連携拠点病院

の指定要件のいたずらな緩和や質の低下につながらないよう
に､十分に留意する｡

･ 更に､地域との連携の強化という観点から､地士或連携クリティ

カルパスの運用､再発 ･進行がん等の患者の紹介 ･受け入れ､

サハイパー (がん経験者､長期生存者等)へのケア､や地域に

おける研修､医師等からの相談への対応等､地域連携の取組ゝ
医療の機能と質に関する情報の収集と提出等を評価する｡

･ 現在､349医療圏中､がん診療連携拠点病院が整備されてい
る医療圏は231医療圏にとどまり､そのことにより､いわゆ
る空白の医療因の地土或住民の安心感等が阻害されているとの

指摘がある｡

ニーそのため､当該地矧こ指定要件を満たす病院の整備ができない

場合のみを対象とし､地 多療連携拠点病院rこ準ずる喜多療機能

車有L L地域内のがん患者及びその家族等の相談に応じるとと
もに､医療機関との地域連携の拠点となる医療機関を､｢がん

相談･診療連携拠点病院｣等として､例外的に指定できること
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とする｡

･ がん診療連携拠点病院及びがんの治療とケアに関わる医療機

関等がネットワークとL/て､がん医療の均てん化と質の_向上に
関して "学習する"組織となるため､都道府県がん診療連携協

議会等における､活動状況.好事例共有など情報交換､教育機
能を強化していくことが期待される｡

･ r今後､がん診療連携馳点病院の_評価指標と評価方法のあり方
(がん診療連携拠点病院の監査､患者満足度調査等の異体的方

法等)について､検討する｡

(がん患者の視点に立った機能の強化)

･ がん患者及びその家族等が望んでいるのとま､質の高い医療に魁
え､からだ･こころ･生活への包括的な治療 ･ケア･支援であ

る｡がん診療連携拠点病院空含む医療機関及び医療従事者に昼ゝ
まず医療機関とその連携によるプロフェッショナルな医療サ

ービスとして､それらが提供できるよう努力することが求めら

巨匠室璽
･ がん患者から､がん診療連携拠点病院を訪問しても｢拠点病院

なのかどう力＼わからない｣､｢相談支援センターがあるはずなの

にわかりにくい｣などの指摘があり､がん診療連携拠点病院の

体制は一定程度整備されたものの､それが患者をはじめとした

一般国矧ことって非常に分かりにくい(見えにくい)との指摘

があるOまた､相談支援センタ-の対象は､院内のがん患者の

みならず､地域住民であるべきであるが､院外への広報がほぼ

行われていないとの指摘もある｡

･ このようなことから､今後､がん患者串及びその家族等にとっ
てわかりやすいように､がん診療連携拠点病院の機能や相談支

援センターの場所が分かる掲示や､相談できる内容を院内堂益
-ムページ等にわかりやすく表示すること､がん患者及びその

家族等がl也型鑑みや体験等を語り草うrEめの場空設けること
を指定の要件とするとともに､7,-第三者評価の導入を検討するQ
また､都道府県においては､地域の医療機関や医師会等と連携

するなどして､がん診療連携拠点病院やその相談支援センター
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について､患者をはじめとした一般住民に広報を行う｡

- さらに､一定規模以上の患者を診療すること､主要ながん等に_
ついての症例数や治療成績の公開､再発がん等について積極的

に対応すること､,がん患苦,TH}その家族,ti,'ht.の悩みや轄藍等を
語り合う,1==urt)の盟を設け孟こと等により､呈星｣重皇土星堅塵
を評価すること等で､がん診療連携拠点病院の機能の向上を図

る｡

(その他の事項)

下記の事項については､他の審議会やがん対策推進協議会の各種

専門委員会における議論等を踏まえ､今後r検討するとともに､が

ん対策推進協議会において報告と情報共有を行い､必要な事項につ

いては審議を行う｡

･ 5大がんすべてに対する標準的治療を提供できなくとも､一部

のがん墨に対して提供している医療機関の取扱
小児がんに対応するための医療機関の在り方

･ 重粒子線等の高度専門的医療とがん診療連携拠点病院制度と

の関係

二_ドラッグラグの解消等に資するための臨床研究の推進を含む
ライフイノベーションの推進とがん診療連携拠点病院制度と

の関係

･ 相談支援センターの体制

･ が,LIv･許無達漢拠点無院の評思方法の亙り方(,ti,LIv.診無蓋旗盟点

病院の監査､悪書満足度諾空など主医療者と患者のコミュ二1_
-ション向上に資する研修の実施

･医療安全対策
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がんの相談支援 ･情報提供に係る論点メモ (案)

1.患者 ･家族への支援体制について

く く 現状>
● 現行のがん対策推進基本計画においては､

(個別[引票)

相談支援センターの整備

原則として全国すべての2次医療圏において､3年以内に､相談支援セン
ターを概ね1箇所程度整備するとともに､すべての相談支援センターにお
いて､5年以内に､がん対策情報センターによる研修を修了した相談員を

● 平成23年度予算(案)において､がん対策推進協議会からの提案も踏まえ､
以下の予算を計上｡

･都道府県に新たに地域総括相談支援センターを設置し､患者 ･家族らのが

んに関する相談について､ 心理､医療や生活 ･介護等様々な分野に関する

相談をワンストップで提供する体制を支援｡

･がん総合相談に携わる者に対する研修プログラム策定事業 (がん患者又は
その家族の方が行うピアサポーターなど､がんに関する相談員となる方に

対し､がんに関する様々な分野に対する相談事業に必要なスキルを鼻につ

けるための研修プログラムの策定を行う)(委託先:公益財団法人日本対が

ん協会)

匡冠
(1) がん診療連携拠点病院 (厚生労働大臣指定)における相談支援センター
● 国立がん研究センター等全国的な対応を行う相談支援 (定評ある相談回答の

方法､ノウハウ､コンテンツの不足が指摘されている)

● 相談支援センターの相談体制

･ 夜間 ･休日対応

･ ワンストップ型

･ 相談員の職種のばらつき (医療職､心のケアに対応できるスタッフ､生活

面の相談に対応できるスタッフ)

･ 相談員の短期間での配置転換 ･雇用形態

･ 相談員と医療機関内外の医療職の連携が不十分

● 相談支援センターの内容 (拠点病院以外の医療機関や在宅医療に関する情報
不足)

● 相談支援センターの周知 (院内外における認知度が高くないため､囲った患

者や家族が十分にアクセスできていない場合がある)
(参考)内閣府世論調査
平成21年度 相談支援センター 知っている30%
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● 相談支援センターの位置付け (相談支援センターの運営に対する医療機関の

理解や支援が進まない)

● 患者団体等との連携 ･がん患者サロンの設置

● 相談員研修 (国立がん研究センターにおける相談員研修の内容は適切か)

● 相談支援センターへの財政支援 (都道府県によって補助金額にばらつきがあ

る現状では､相談支援センターの運営についての質の担保が保たれている力＼

疑問視する指摘あり)

(2) がん診療連携拠点病院塾における相談支援センター
● 地域統括相談支援センター

･ 病院の外で行う相談支援

･ 実績と信用のある患者団体等との協働が必要

● 拠点病院のない空白の医療圏における相談支援 (空白の医療圏にある医療機

関においても､相談支援 ･緩和ケア ･心のケアが受けられる環境整備が必要)

● 都道府県認定拠点病院における相談支援体制の整備

(3) 医療現場における支援

● 医療者と患者のコミュニケーションの円滑化

･ がんの告和の際の支援
･ 治療中の支援 (治療法に関する説明不足O患者はわからないことを質問し

づらい｡)

･ 退院後の支援 (退院後急変時の対応を知らない患者がいる)

● セカンドオピニオン推進体制の整備

･ 患者は医療者に遠慮をして言い出せない

･ 医療者が医療情報の提供を拒む場合がある

● チーム医療の推進による､包括的支援体制

● 標準的治療ガイドラインの整備

(4) ピアサポート

● 質の担保

● 財政支援

(5) 施策の目標等設定

● 長期目標設定

● 中期目標設定

● 評価尺度 (相談支援センター､相談員基礎研修を含む)

● 課題と対応策のマッピング

:6) その他

● がん患者 ･家族の経済的負担 (40歳未満のがん患者の在宅療養支援等)
● がん患者及び経験者の就労や復職の問題

● 治療 ･療養中の育児 ･介護支援
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● 小児がん患者 ･家族へのケア､遺族ケアへの対応の遅れ

● 適切な退院調整

-3-



2.情報提供体制について

く現状>
現行のがん対策推進基本計画においては､がん医療に関する相談支援･情報提供

を示している｡

(個別目標)

疾病等に関する情報提供

がんに関する情報を掲載したパンフレットの種類を増加させるとともに､

当該パンフレットを配布する医療機関等の数を増加させることを日標とす

る｡加えて､当該パンフレットや､がんの種類による特性等も踏まえた患

者必携等に含まれる情報をすべてのがん患者及びその家族が入手できるよ

うにすることを目標とする｡

病院情報の公開

拠点病院における診療実績､専門的にがん診療を行う医師及び臨床試験の

･-
(1) 疾病に関する情報提供
● 科学的根拠が明らかでない治療に関する情報の氾濫 (インターネット等)

● 未承認薬や臨床試験等の情報

(2) 療養等に関する情報提供

● がん患者の介護 ･福祉や､高額療養費制度についての情報提供は十分か
● 都道府県がん診療連携協議会のネットワークを活用するなどして､都道府

県内の医療資源の情報や在宅緩和ケアへの移行等に関する情報提供を行

えるようにすべき

● がん患者の就労に関する情報提供

(3) 情報提供方法

● 国立がん研究センターにおいて作成された患者必携やパンフレット等の

提供方法 ･活用方法の検討 (拠点病院以外に通院しているがん患者へ情報

提供するにはどのようにすればいいか)

(参考)国立がん研究センターにおいては､都道府県を通じ､拠点病院以

外にも患者必携等を配布している

● 国立がん研究センター｢がん情報サービス｣が開設され､日々情報が追加 ･

更新されているものの､これらの情報が広く､必要な患者及びその家族に
届けられてはいない

● インターネットができない人たちへの情報が伝わる術がなく､新聞やテレ

ビや本などによるしかない現状
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′ (4) その他

● 病院情報の公開

･ 適正な公開が不十分ではないかとの指摘がある

･ 在宅緩和ケアを提供する医療機関 ･訪問看護機関 ･薬局等に関し､患

者目線にたった有益情報 (診療体制や内容等)が提供されていない

● 情報提供するデータの整備 (地域及び院内がん登録の体制整備､DPCデ
ータの活用､ベンチマーキングセンター)

● 医療サービスを患者 ･家族が評価して､フィードバックしてはどうか
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第 18回 がん対策推進協議会意見提出用紙

委員名 :天野 慎介 ･

<1.患者 ･家族への支援体制について>

課 題 対 応 案

1-1 相談体制が不十分

1-1-1 拠点病院相談支援センターの相談体制が不十分

患者や家族より､夜間や休日も対応が可能な相談体制や､ワンストップ

型の相談体制を求める意見が多い

相談支援センター相談員の職種に関する要件がなく､短期間での配置転

換によるスキルの低下や､医療職以外の職員による相談対応がある｡

相談支援センター相談員と､医療機関内外のメディカルスタッフとの連

携が十分でない場合がある｡

1-1-2 拠点病院相談支援センターの広報が不十分

･相談支援センタ-に関する一般の認知度が高くなく､囲った患者や家族

が十分にアクセス出来ていない場合がある｡

1-1-3 相談支援業務への医療機関のインセンティブが不足

相談支援センター相談員の相談に対する診療報酬等での手当てがなく､

センターの運営に対する医療癌関の理解や支援が進まない｡

1-2 がん患者 ･家族の経済的 ･社会的負担が大きい

長期にわたり継続して治療を受ける患者や家族は､経済的に大きな負担

を強いられており､必要な治療の変更または中止に至る場合もあるa

がん患者及び経験者の就労や復職に対して､社会や企業の理解が必ずし

も十分でなく､特に治療終了後のいわば ｢リハビリ期｣とでもいうべき

時期の短時間勤務が認められず､就労や復職を困難にしてレつる.

1-1 相談体制が不十分

1-1-1 拠点病院相談支援センターの相談体制が不十分

> コールセンターを1箇所設置し､24時間対応を可能とするととも

に､緩和医療や精神腫癌の専門医等を含む医師や､メディカルスタ

ッフを配置する｡相談内容はデータベース化し､ウェブで公開するO

> 拠点病院措定要件にて､相談支援センターに専従又は専任で従事す

る職種に関して､看護師､MSW､臨床心理士等一定の要件を設ける｡

> 拠点病院指定要件にて､看護師､MSW､臨床心理士等を含む ｢相談

支援カンファレンス｣の設置と定期的な開催を要件とする｡

1-1-2 拠点病院相談支援センターの広報が不十分

> 医師会との連携も強化し､コールセンターや相談支援センターに関

するポスターの掲示やガー ドの配布を推進する0

1-1-3 相談支援業務への医療機関のインセンティブが不足

>√相談支援センター相談員研修会にアドバンストコースを設置し､一

定の経験を有する当該コースの修了者､または一定の経験を有する

特定の職種による相談に対して､診療報酬での評価を行う｡

1-2 がん患者 ･家族の経済的 .社会的負担が大きい

> 長期にわたって継続して治療を受けるがん患者について､高額療秦

費制度における負担上限額を所得に応じて軽減するとともに､社会

福祉協読会による療養費貸付期間の延長を行う｡

> がん患者及び経験者の就労について､短時間勤務制度の拡大や休職

規定の充実など､がん対策基本法を改正してその支援を明記するO
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第18回 がん対策推進協議会意見提出用紙

委員名 :天野 慎介

<2.情報提供体制について>

課 題 対 応 案

2-1 情報の収集体制が不十分

2-1-1 拠点病院の相談支援センターの情報収集体制が不十分

拠点病院がカバーするがん患者は4割程度とされているが､拠点病院以

外の地場の医療機関や在宅医療に関する情報が不足している

有効ながん患者支援活動を行なっている､地域の医療資源とでもいうべ

き民間団体と拠点病院との連携が､十分ではない｡

2-1-2 がん対策における情報収集体制が不十分

国内での地域および院内がん登録.の休制は未だ整備途上であり､がん罷

患者数の把握や予後調査が十分に出束ていない｡

DPCデータなどの括用により､治療内容が一定程度把握でき､医療の質

向上にも役立てられるにもかかわらず､その実施と公開が不十分｡

2-2 情報の提供体制が不十分

2-2-1 医療機関に関する情報提供の不足

､ がん患者や家族にとって､医療機関の症例数や治療成績､医師に関する

情報は最も知りたい情報の一つであり､医療の質向上にも寄与するにも

かかわらず､その適正な公開が不十分である0

2-2-2 治療や療養に関する情報提供の不足

科学的根拠が明らかでない治療に関する情報が氾濫している｡

がん患者の介護や福祉に関する情報が不足しているO

2-1 情報の収集体制が不十分

2-1-1 拠点病院の相談支援センターの情報収集体制が不十分

> 拠点病院措定要件にて､地域でがん診療や在宅医療を行う医療機関

についての情報収集と､その一覧やマップ等の公開を要件とするo

> 拠点病院指定要件にて､地域でがん患者支援を行う団体についての

情報収集と､その一覧やマップ等の公開を要件とする｡

2-1-12 がん対策における情報収集体制が不十分

シ がん登録について､個人情報保護法の改正､がん対策基本法の改正

` またはがん登録法の制定を行い､適正な推進を行うO

> DPCデータなどを活用し､拠点病院等での薬剤やレジメン別の治療

状況などの情報を収集､分析することで､がん医棟の向上を進める｡

2-2 情報の提供体制が不十分

2-2-1 医療機関に関する情報提供の不足

> 拠点病院指定要件にて､主要ながんなどについての症例数の公開

や､統計的に適正に補正された治療成績の公臥 セカンドオピニオ

ンの提示が可能な医師名の公開を要件とする｡

2-2-2 治療や療養に関する情報提供の不足

> 科学的根拠が明らかでない治療に関して､適正な情報提供を行う｡

> がん医療と介護､福祉の連携に関する情報提供を強化する｡



第 18回 がん対策推進協議会意見提出用紙

委員名 :川越 厚

く1.患者 ･家族への支援体制について> ノ
課 題 対 応 案

今回の意見として私が提出したものは､本用紙に記載したもののほ

かに､参考資料としてまとめたものがあります｡

参考資料としてまとめたものは､①本文､②がん/非がん患者の年

齢分布と在宅生存期間 (資料 1)､③補足資料 (資料 2)､④在宅緩和

ケアにおける､患者･家族への支援体制の問題｡目次 (資料3)､④同｡

具体的な事例 (資料4)よりなっています｡適宜ご参考ください｡

なお私がここに記したものは､緩和ケアの中でもいま現場で特に問

題となっている終末期がん患者を対象とした緩和ケア､いわゆるホス

ピスケアに関するものですOそ の中でも､在宅緩和ケアに焦点を絞っ

て記載したものであることをあらかじめお断りしておきます｡

1.末期がん患者は①痔痛などの様々な緩和が必要な苦痛を抱え､②

病状が急激に悪化し ③短期間で死を迎える､という臨床的特性を
有している｡在宅緩和ケアの現場ではこのような特性を配慮した患

者 .家族支援が十分行われていない｡

がん患者と非がん患者とが在宅ケアの対象として､同列に扱われて

いる｡そのために様々なひずみが生じ､結果的に患者サイドに大きな

不利益を与えるとともに､末期がん患者と家族を支援する上で､大き

な妨げになっている｡

1. がん患者を対象とした在宅緩和ケアと､非がんの高齢者を対

象とした在宅ケアを区別し､制度改正を含めた総合的な検討

を行い､必要な見直しを行う (川越資料(本文)のl､2,3ペー

ジ｡(資料1)の1-1.ト2)



2.社会情勢としてがん死は増加の一途をたどっているにもかかわ .

らず､在宅緩和ケアを推進することが難しい状況が進行している

こと｡

家族介護力の低下 (独居世帯､高齢者世帯､特に夫婦とも認知症)

などが原因で､在宅緩和ケアを希望してもその実現が難しい

3.在宅をふくめ､緩和ケアを必要とする末期がん患者に対しての

Safetynetが十分機能していない

4.現場の実態が､立法 ･行政の方に十分届いていない｡

そのため､現場の実情とはほど遠い形で､在宅緩和ケアの制度整備

が行われてきたし､これからもその恐れがある.

2. 困難事例に対応する緩和ケア専門チーム(緩和ケアを専門と

する診療所と一体化した訪問看護ステーション)を地域に展

開し､これからの時代にふさわしい新しいシステムを構築す

る (川越資料(本文)の1､2ページ)

EasyCaseは地域の一般の診療所に委ね､困難事例は専門チーム

が担うという形で､末期がん患者に対するSafetynetを充実する｡

3. 末期がん患者の支援に対する戦略的.戦術的対応を根本的に

見直すべき (川越資料(本文)の7ページ)

4. 制度を動かす場合には､患者目線からの厳しい評価を行い‥

十分な検討を踏まえる｡

影響力の大きい戦略研究などは､この場でも厳密な評価を行っ

た上で制度に反映すべきである｡



第18回 がん対策推進協議会意見提出用紙

委員名 :川越 厚

く2.情報提供体制について>

課 題 対 応 案

1.在宅緩和ケアを提供する医療機関､訪問看護機関､薬局など､患

者目線に立った有益情報が提供されていない

1)一般に自治体作成の情報では､在宅ケアを行う診療所 (特に在

宅療養支援診療所など)､訪問看護ステーション､地域によっ

ては薬局まで網羅されている (補足資料2の1)｡

ところが､診療体制や診療内容など､患者サイドで知りたいこと

の情報が載っていないので､あまり参考にならない場合が多い

2)診療所などの情報は､在宅満スビス協会で管理しているデータ

ベースがその中では､最も患者目線に近い情報を全国規模で公

開している (補足資料2の2))a

3)薬局､訪問看護ステーショLンなどの情報は､十分なものは準備

されていない｡

4)福祉系のサービス窓口は整備されていると思う.'医療者の側か

ら情報不足のため､適切なサ⊥ビス提供機関を探すのに苦労す

ることは少ないように思う｡

2.治療病院が中心とならて作成する地域のネットワーク作LJの問

題

がん拠点病院などを中心とした地域のネットワーク作りは､現在ま

で盛んに行われている｡在宅緩和ケアのネットワークに関しては問題

が多く､ ｢在宅緩和ケアを行う｣という意思表示をした診療所を網羅

したに過ぎない情報が多い｡

1.患者が必要とする､在宅緩和ケア提供医療機関の情報はすで

にInternet上でHomePageの形ですでに公開されている｡そ
のような情報を患者サイドにPRする｡

調剤薬局､訪問看護ステーションなどに関する同様の情報発信

ができるように､早急に整備する

2.患者 .家族を支援するのに本当に役立つ､患者目線に立った

地域ネットワークを構築する｡

重要なのはネットワークを作ることではなく､高品質の医療を

患者に提供する診療所を地域に育てることである｡そのような診

療所に関する情報が利用者にOpenされて初めて､地域ネットワ

ークの存在意義が認知される｡



治療病院は患者に､このネットワークのリストの診療所を紹介するわけであ

るが､どのような診療所であるかの情報に乏しい､という難がある｡

3.Auditの問題

医療者が流す情報ばかりではなく､患者と家族からの逆の情報も結

果的に患者支援上､大きな意義を持っているO I

在宅緩和ケアに限らず､患者が受けた医療サービスを受益者一患者

と家族-が評価~し､それをオープンにしてサービスの向上のために

Feedbackすることは､患者と家族を医療者が支援する上で非常に重

要なことと考えられるD

それは､いま情報を必要としている患者と家族の支援になるばかり

ではなく､サービス提供者がサービスの向上を図る際の励みにもな

る..さらに国の施策を決定する際の参考にもなる (Aud.itの必要性)

と考えられるO

3.難しい問題もあるが､在宅緩和医療の臨床でAudit制度を確

立する

2-1



本文 (川越)

2011年 3月4日

第18回がん対策推進協議会への提出資料

がん対策推進協議会委員 川越 厚

今回は､テーマに惹かれてたくさんの資料を用意しました｡在宅緩和ケアの現場で

働く医師として､現場で行われているケアの実態 ･問題､生の姿を修飾しないで､そ

のまま委員のみな様にお伝えしたかったからです.このような畳になりましたことを

お許しくださいQ

末期がん患者の特色とふさわしい患者 .家族支援の在り方 l

最初に､在宅緩和ケアの対象患者の特色として､非がん在宅患者と比較して年齢的

に若く､亡くなるまでの期間が非常に短い点を指摘しておきます(資料1-1)｡さらに､

がん患者について言えば､1割以上の方がケア開始後 1週間以内､4人に1人が2週

間以内に死亡しています (資料卜2)0

これらの図が示していることは､同じ在宅医療の対象と言っても､がん患者と非が

ん患者とは全く様子が異なり､それぞれは別個の集団に属するといってもよいことで

す｡となれば､病院でも一一般病棟と緩和ケア病棟が区別されているように､在宅でも

末期がん患者を対象とした在宅鍔和ケアと､いわゆる高齢者を対象とした在宅ケアと

は区別しなければなりません｡この区別を無視すると､･在宅緩和ケアの対象患者はあ

るべきでない不利益をごうむり､ケアする側も不要のエネルギーを強いられることに

なりますO

在宅で末期がん患者をケアする場合､肉榊 勺な苦痛の緩和もさ卑ことながら､死を

前にして人間として苦しむ患者とその家族をいかに支え､るかが大きな課題となりま

すOすなわち､短期間のうちに､魁者と家族が納得のいく生を全うできるように支援

する､という重く重要な課題が､我々医療者に祝せられることにな考のですO′

緩和ケアの意義､在宅緩和ケアの担い手

緩和ケアはがん治療の最初からというよりも､むしろ医療の全ての領域に適応すべ

き大原則です｡がん治療においては､治療段階から患者の苦痛を緩和し治療効果を高

めるという点では非常に重要な医療ですが､現場で問題となっているのは､むしろ死

が避けられない状況になった′魁者と家族を医療はどのように支援するかという､いわ

ゆる末期状態のがん患者に対する､緩和医療のあり方です｡

たしかに緩和ケアに関しては､すづての医師が基本的なことを習得する必要があり

ます｡しかしそれは､末期の患者に対する緩和ケア (いわゆるホスピスケア)をすべ

ての医師が担わなければならない､という意味ではありません｡その意味から言うと､

在宅に緩和ケアを専門とするチームが存在することに､何の不思議もありません｡

これまでは､在宅緩和ケアを希望する全ての診療所の医師で等しく担う､､という根

本的な考え方に立って､在宅緩和ケアの供給が整備されてきました｡しかし現実には､

そのような考えに立ったシステムには限界があり､それだけでは解決できない､さま

1
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本文 (Jt億堅)

ざまな難しい問題が現場では起きています｡

EasyCaseは地域の一般わ診療所に委ね､困難事例は緩和ケアを専門とする診療所

と訪問看護ステーションが担う｡このようような形で､これからの時代にふさわしい

新しいシステムを追求すべきだと考えています｡

末期がん患者に対するSafetynetの問題

これからは､在宅緩和ケアのSafetynetを如何に張るか､という問題が最も重要

な設題になってきますoそのことに触れます..

病院機能の厳格化に伴う在院日数の短縮､過剰な病床の削減という国策は､末期が

ん患者の拠り所が在宅であることを意味しています.しかし現実には困難事例や､一

般の開業医の手に余る難しい症例が急激に増加し､それに対して在宅で対応できるの

か､という医療供給サイドの問題がクローズアップされてきました｡最初から在宅は

難しいケース､あるいは途中で在宅医の手に余った患者の支援をどうすればよいか｡

つまり在宅緩和ケアの Safetynetをいかに張るか､という難問に私たちはいま直面

しています｡

このような緋しいケースは病院などの施設に任せればよい､という有力な意見?ち

ありますが､この考えを敷桁すれば､在宅医療を推進してきたこれまでの医政そのも

のを見直さなければなりません｡それよりも､憩者と家族の満足､納得という点から

考えますと､このような方向性は決して褒められたものではありません｡

国は医蘇法改正 (1992年)という形で在宅医療を制度的に認知して以来､在宅緩和

ケアを行う環境を急速に整えてきました｡･しかしがんによる死は減る傾向になく､単

独位牌の増加など､在宅ケアを行う総合的な環境はむしろ厳しくなっていると認めざ

るを得ません｡

すでに述べましたように､このような困対は 状況での解決の方向は､専門チームを

地域に育て､展開することだと考えています｡在宅の後始末をすべて病院に求めると

いうやりかたは､これからの時代にそぐいません｡~

長期に及ぶ高齢者支援を目的として作られた介護保険に､末期がん患者の生活支援を

無理やり押し込める問題

現在､在宅緩和ケアの中でも患者の生活にかかわる部分は､基本的に介護保険のく

くりで議論され､制度的な整備がなされています｡これは当然と言えば当然ですが､

介護保険法は本来､肉体的な苦痛が少なく､症状が安定し亡くなるまでに長い時間が

か考ゝる高齢者の生活支援のために作られた法律ですOその枠組みの中に末期がん患者

を組み込むわけですから､制度の運用という対応だけでは済まない状況があります｡

結果的に患者､家族は大変な不利益を被ることになり､医療者のやりくりにも限界が

あります｡

現場に即して言えば､在宅緩和医療は介護保険の枠組みから外すことも視野に入れ､

むしろがん医療のくくりで議論し､制度整備を行うべきだと考えていますO今回､事

例で示した多くは､この間題と関係しています｡

2
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本文 (川越)

現場の実態を反映した問一題解決を図る

患者豪族支援の問題点との関係で取 り上げた具体事例は､緩和ケア診療所

(palliativeCareClinic:PCC)連絡協議会に所属する全国17の診療所で集めた事

例を川越がまとめたものです｡

在宅緩和ケアは､がん患者とその家族支援の点から非常に重要な意味を持っていま

すが､なにぶん新しい領域ゆえ､多くの問題を抱えています｡別紙で示した具体的事

例は現場の生の姿を示したものですが､その一部であることを申しそえておきますD



木文 (川越)

匝針 家族への支援体制だ垂 司

補足資料(資料2)､在宅緩和ケアにおける､患者･家族-の支援体制の問題一目次-(資料3)､同一具

体的な事例-(資料,1)をご参照くださいOなお事例番号を付したものは､資料3､4の中の番号ですO

問題点1

がん治療終了後のフ木口ー体制に大きな影響力を持つ治療病院 (特に医師､連携室

の職員など)が､あえて在宅を選択 ･提示しない現状がある

1)在宅を希望する患者に対して､治療病院が在宅-のつなぎを十分行っていない

問題 (事例番号1､5､22､27､34)｡この間題は補足資料 (資料2)の卜1)で

詳述した｡

2)在宅緩和ケアに関する病院医師の知識不足が原因で生ずる､患者支援上の問題

(事例番号4､23､24､36､37､38)

3)問題の背農に､患者 ･家族の支援にとって適切でない診療所などが在宅緩和ケ

アに関わっていることがある (事例番号8､12､26､29､39)

4)問題は､在宅から見て後方支援ベッドが不十分だ､ということよりも､在宅緩

和ケアを担う医療機関､チームの力が弱いことの要素が大きい (事例番号25)｡

5)コメント1:将来の問題としては､在宅緩和ケアを専門とするチームを地域に

育てていく､という考えを新たに導入すべきである｡そのことが効率よく､か

つ質の高いケアを提供し､恕者 ･家族の安心につながる｡

問題点2

在宅緩和ケアを普及するためには､かえってそれを妨げるような社会状況になって

おり､この傾向は今後ますます強くなると考えられる｡

また､在宅でも施設でも､ケアするのが困難なケースが増えている

1)独居愚者など､在宅を希望するが家族の介護力に限界があり､現在の支援体制

では在宅での生活を実現するのが困難 (不可能?)なケースが増加している｡

この間題は補足資料 (資料2)の1-2)で詳述0 I

2)-般病院も受け入れを拒否するがん患者 (事例は70代男性､舌がんoアル中､

認知症)の支援をどうすればよいか､という問題がある (事例番号2､35)｡こ

の問題は補足資料 (資料2の卜3)で詳述｡

3)すでに上記問題 (問題点2-1)､2))を抱えながら筋裡い､最終的にER-駆け込

むがん愚者が増加してきている

4)コメント2:在宅緩和ケアを専門とするチーム (コメント1)の重要な役割は､

このような困難事例に積極的に対JJL:し､質の高いケアを提供するこ,とである｡

問題点3

統合性､迅速性､効率性が求められる在宅緩和医療では､所属が異なる複数の専門

家がチームを組むと､ケアの質が落ちる可能性が非常に高い

1)がん治療医と､緩和ケア医の併診の問題 (事例番号5)

4
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本文 (川越)

2)主治医 ･副主治医制度 (いわゆるドクターネット)が､末期がん患者と家族を

本当に支援するか､という問題 (事例番号7)｡

この間題は影響が大きいので､補足資料(資料2)の卜4)で特に詳しく意見を述べ

た｡

3)他の訪問看護ステーションと診療所が連携する問題 (好事例 :事例番号9､問

題例 :事例番号10､11､40)

4)訪問看護ステーションが病院の訪問看護などと連携する問題 (事例番号42､43)

5)コメント3:末期がん患者の居場所は非常に限られてきた｡その大きな受け皿

は在宅であるが､在宅のSafetynetを病院に求めるのはいろいろな意味で得策

でない｡そうなると､在宅は在宅で頑張らなければならないことになり､困難

事例や問題事例に対応できる在宅の専門チームが地域に育ち､それがある意味

で在宅のSafetynetの役割を果たす必要がある｡

主治医 ･副主治医の体制に拠るドクターネットは､末期がん患者を対象とし

た在宅緩和ケアではSafetynetの役を担うのは無理である｡

問題点4

在宅緩和ケアは､高齢者を対象とした在宅ケアの枠組み く主に介護保険の制度内)

に閉じ込めてはいけない｡現場では､さまざまな矛盾が生じており､応急的な対応

には限界がある｡がん対策推進のパラダイムに乗せて.､これからのことを考えなけ

ればならない

1)介護保険範魔の介護支援専門員は､在宅緩和ケアのマネジメントに不過 (事例

番号15-17､19､31､41)

2)医療と福祉の連携は重要であるが､非常にEi-fCしい問題が多々あるO介護職がチ

ームに入る問題 (事例番号18)

3)医療の重要性が高い末期がん患者を医師抜きで､福祉職だけで対応できない問
題 (事例番号20)｡

4)医療を十分理解していない福祉関係者 (この場合は地域包括)が病院と診療所

との間に介在し√医療の実施が遅れる問題 (事例番号30)

5)きめ細かく､迅速対).LIAが難しい介護保険制度の問題 (事例番号33)

6)医療に理解が薄い介護職との連携は､患者 ･家族の苦しみに日をつぶることに

なる

7)コメント4 :在宅緩和ケアにおける生活支援は､介護保険の枠から外すなどの

_見直しをする必要があり､制度的な立て直しを行わないと､これからの時代に

対JJLこできなく_なる恐れが非常に強いO

在宅医療の推進は国策であり､それ自体決して間違っているとは思わないが､

今のままではいずれ在宅ケアの制度破綻が起きるか､あるいは低品質わサービ

スに患者 ･家族はこれから甘んじなければならなくなる｡
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本文 (川越)

匝墾提供体制だち示可
問題点1
在宅緩和ケアを提供する医療機関､訪問看護機関､薬局など､患者目線に立った有

益情報が提供されていない

1)一般に自治体作成の情報では､在宅ケアを行う診療所 (特に在宅療養支援診療

所など)､訪問看護ステーション､地域によっては薬局まで網羅されている (捕

足資料2の1)｡ところが､診療体制や診療内容など､患者サイ ドで知りたいこ

との情報が載っていないので､あまり参考にならない場合が多い｡

2)診療所などの情報は､在宅ホスピス脇会で管理しているデータ.ベースがその中

では､最も患者目線に近い情報を全国規模で公開している (補足資料2の2))0

3)薬局､訪問看護ステーションなどの情報は私の知る限り､十分な1ものは準備さ

れていないD

4)福祉系のサービス窓口は整備されていると思うD医療者の側から情報不足のた

め､適tiE]なサービス提供機関を探すのに苦労することは少ないように思うO

問題点2

治療病院が中心となって作成する地域のネットワーク作りの問題

がん拠点病院などを中心とした地域のネットワーク作りは､現在まで盛んに行われ

ている､｡在宅緩和ケアのネットワークに関しては問題が多く､｢在宅緩和ケアを行う｣

という意思表示をした診疾所を網推したものに過ぎない場合が多々ある｡愚者･家族

を支援するのに本当に役立るネットワークを作成する必要がある (事例番号28)o

コメント:治療病院は患者に､このネットワークのリストの診療所を紹介するわけ

.セぁるが､どのような診療所であるかの情報に乏しい､という緋がある｡

大卯なのはネットワークを作ることではなく､高品質の厚癖を患者に提供する診瞭

所を地域に育てていくことであるOそのような診嬢所を結ぶネットワークが､魁者と

家族を支援する､本物のネットワークと言える占

問題点3

Auditの問題

医療者が流す情報ばかりではなく､･患者と家族からの逆の情報も患者支援で大きな

意義を持っているO

在宅緩和ケアに限らず､患者が受けた医療サービスを当事者一患者と家族-が評価

し､それをオープンにしてサービスの向上のためにFeedbackすることは､患者と家

族を医療者が支援する上で非常に重要なことと考えられる｡それは､いま情報を必要

としている患者の支援になるばかりではなく､サービス提供者がよりよいケアを目指

す際の励みになる｡さらに国の施策を決定する際の参考にもなる (Auditの必要性)

′と考えられる｡

難しい問題もあるが､特に緩和医療の臨床で､ぜひそのようなシステムを構築して

いただきたいと願う次第である｡

6
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がん/非がん患者の年齢分布
資料 1-1(川越)
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資料 ト2(川越)

在宅緩和ケア開始から死亡までの

′期間別頻度
DQ/d 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100D/0

クリニック川越

さくさべ坂通り診療所

徳島往診クリニック

爽秋会

在宅ホスピスとちの木

ホームケアクリニック札幌

緩和ケア診療所･いっぽ

ふじもとクリニック

ケアタウン小平

小笠原内科

出水ケJニッウ

千里ペインクリニック

ベテル三番町クリニック

にのさかクリニック

全施設合計

PCC連絡協議会集計



資料 2(川越)

補足資料

匝者 一家族-の支援体制についてl
1-1)治療柄院が在宅医を信用せず､診療所に全くつながないケース (80代女性､肺がん)

■経過の概要

① A大学病院の治療が終了｡盛者 ･家族柱在宅を希望していたが､∧病院の都合で都内

のB病院 (病床数100数十の一般病院)を紹介したo

② B病院は患者宅から遠い理由と､実際に病院を見て失望した長男が､B病院-の峨院

を拒否した｡

③ B病院は同-法人のC診療所を紹介し､C診療所の訪問診療が始まった.しかし､診療

内容に不満あり (医師は訪問診療に来ても薬を置いていくだけ､自分たちの不安に

対する配慮が全くないというのが､その理由｡)

① 具合が悪くなり､2回ほど̂ 病院の時間外診療を受診｡2度目の受診時､緩和ケアチー

ム(PCT)の担当医から､ ｢病院を紹介したのになぜ断ったのか!｣と叱られた｡

親戚の紹介で当院-SOSo当院での在宅ケア開始後､26日で在宅死｡

■コメント

① 初回往診時の長93の言非 二八病院の対応 (患者を無視した心ない紹介､あとは知らな

い)に対して怒りを感じる｡やっと自宅で安心して過ごせるJと

② ｢患者 ･家族の希望があるにもかかわらず､なぜ診療所を紹介しないのか｣､と∧病

院のPCT担当医肺に問い合わせたところ､以下の返事があったo

『∧柄院は患者さま (とくにがん患者)が緊急入院や療養を希望されても期待に応えられ

ないので､緊急対応が可能で緩和ケアを提供していただける一般病院を紹介しています｡

ホスピスを希望される方は､∧病院では｢まれ｣です｡患者さまが在宅を希望された時は､

在宅医から緊急時のバックアップ嫡院を要求されるので､こちらとしては-般病院を租

介する以外に選択肢がありません｡今後ともご指導ください』 (紹介状の備考欄に書か

れた文章｡下線は川越)

1-2)家族の介護力不足に問題があるケースをどのように支援するか｡

独居患者 (天涯孤独タイプ､家族がいても死後の始末だけするケース､家族がいても生

前も死後も知らないというタイプなど)､高齢者夫婦世帯 (特に二人とも認知症､身体

的に介護者も問題があ串ケースなど)

卜3)一般病院が受け入れを拒否するケース (70代男性､舌がんDアル中､･認知蛙)

■経過の概要

① A病院 (がん専門病院)からB病院 (一般病院)-転院

② B病院も問題行動の対応に苦慮し､入院中は夜間抑制をしていk｡B病院の外来受診の

形で退院O

③ 嚢予約･紹介状共に無しで当院外来受診｡急を要すと判断し,,同日より在宅ケア開始｡

④ 自宅では全く普通の意識状態｡疫病緩和 (最終的にCSI使用)05み､開始9日目に死亡

1
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■コメント

① 受け入れてくれるクリニックが地域にあるならば､なぜ最初からA病院は紹介してく

れなかったのかと宴l剖窺っていた (当初)O心配していたことも起きず､大変喜び､

床に頭をつけて !感謝 (死亡時)0

② ｢なぜ､最初から我々を紹介しなかったのか?｣という質問に対する､A病院の辿携重

医師よりの返事 :状況が悪くなったら､自宅は絶対無理だと考えていた｡アル中･認

知症があって一般病院での受け入れも難しいOこの状況で､受け容れてくれる病院が

あればどこでもよかった｡

③ 確かに､現在の地域における通常の在宅ケアチームでは､穀応できなかったかもしれ

ない｡

1-4)主治医 ･副主治医制度 (いわゆるドクターネット)を採用しているチームでケアした

症例 (60代女性､肝臓がん｡ 県̂の担当ナースより直抜ヒアリングした事例)

■経過の概要

死亡前日:看護師が訪問｡臨死期であることを主治医にメール連絡した｡

死亡当日:呼吸停止｡家族は主治医に連絡を取ったが､どうしても辿終がつかず｡仕

方がないので､看護師の緊急電話-辿絡したO看護師は ｢救急車を呼ばないように｣と

指示してすぐ駆けつけ･た｡副主治医は最初から辿路が取れなかったので主治医に頻回の

辿給をとり､やっとのことで (約1時間後)医師の所在を探り当てた｡

呼吸停止しても辿給が放れない主治医に､一部の家族は ｢不安にさせて無責任だ｣と

ひど(憤っていた｡看誰師や他の家族が慰めることになったが一生熔命やってきた看護

師も無力感を感じた｡

■補足

このケースには､主治医と共に訪看ステーションの看破師が､約3週間関わっていT=.

副主治医は病院の退院前カンフアに同価していただけO述絡先も寵話も数えてもらえ

ず､最初から ｢夜呼ばれても行けない｡家がわからないから｣と､当てにしないように

と言われていた (看護師談)｡轡日､ ｢このシステムは絶対に広げてはならない｣とい

う強烈な言薬を､地元の別の訪問看破師から間接的に耳にした｡

■コメント

主治医 ･副主治医制度は､厳綾な24時間ケアを要求される在宅緩和ケアには不向きで

あるOまた､ ｢地域の在宅死率をあげた｣という実績を示すことがあるが/これはその

地域に二人いる熱心な在宅医師の力が大きく､システムそのものが地域を変えたという

こ･ととは異なる｡在宅緩和ケアに力を注いでいる者から見て､これは決して好事例では

ない｡

問題例よりも､むしろ上手くいっているところがあればその実情を聞くべきであろう｡

非がん患者を対象にした在宅ケアはともかくとして､主治医 ･副主治医制度は少なくと

も在宅緩和ケアの充実のためインセンティブをつけて誘導するようなシステムでは決し

てない.このシステムは患者のためよりも､むしろ医師のためのシステムだと理解しな

ければならない｡

2
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情報提供体制について

挺料 2(川越)

2-1)

たとえば凍京都の場合､｢虎京都在宅緩和ケア支援センター｣ (東京厚生年金病院緩和

ケア病棟内)のホームページを開く_と ｢在宅綬和ケアに関辿する施設 ･事業所を検索｣で

きるようになっている｡都区名､施設銘のキーワードで､.地域の例えば在宅療養支援診療

所を探すことができ､そこで各診療所の名前､住所などが公表されている｡その診療所の

さらた詳しい情報の中で､在宅緩和ケアと関辿する項目は､ ｢24時間連絡体制 (相談 ･往

諺)の有知｣､ ｢緩和ケアの実施 (末期がん患者の診療)の有ヲ無｣､｢Wl10方式疹痛緩和を

行っているか｣､ ｢連携施設 (例えば訪問看護ステーション､後方支援病院など)の有無｣

だけである｡

掲赦情報の検言寸の段階で問題があったと考えられ､患者が必要としている情報を網羅し

ていない点では､他自治体の情報も大同小_)rnt_である｡

2-2)

在宅ホスピス ･緩和ケア実地医療機関情報 ｢末期がんの方の在宅ケアデータベース

(http://www.110mehospice.jp/)｣は､2002年6月1日にホームページの形で情報公開されて

おり､その管理は現在､在宅ホスピス協会が行なっている.2011年2月20日現在､登録医療

機関が738あり､この登録医療機関におけるがん在宅死患者の年間総計は､6097gJ(4集計対

象年は任意)であるo



資料3(川越)

在宅緩和ケアにおけるモ患者で家族への支援体制の詞題 _-目次一

医療法人社団′りアン クリニック川越 川越 厚

ー問題点 ■ 香TF5- 問題テ-マ.問題点

Ⅰ.点者.秦 Ⅰ-1治療病院と診療所■との連1携○''治療病院の医師と在宅医-との統合した形の ll 患者.家族が在宅を希望し七いるのに.治療病院が最初から診療所とチームを組まない理由

病院の都合を優先し､患者のことを支援するという視点が欠けるとこのようなことが起きる .
安易に病院力に頼ろうとする■､在宅医の責任も大きい

2 これからますます増加する､困難事例への支援"一般病院が受け入れない患者をどうすればよいが'■■在宅は受け皿となり得るが'
現在の地域における支援体制では､在宅で受け容れることも難しい
困難事例を受け入れる､在宅緩和ケアチームの誕生が必要である

3 治療病院と在宅緩和ケア診療所が連携しがん点者を支援する(成功例)-併診の問題-
′"車等なのrj:.治療jT針の共有_音仔分+ElのE]月確批"_である

4 病床直由の､在宅嬢和ケアに関する知鼓不足が原因で生ずる､患者支環上の問題

サービス提供は､.患者.家- .■多くの病院の医師は在宅碍和ケアについての知縦､地域の状況などの情報に疎い5 患者.家族の在宅希望を､治療病院の医師が真率に受け止めていない問題

族支援の基本■' .'病院主治医は患者の希望すら聞いていな いー'とこのケ- 不の家族は憤っていた.
6 がん治療医と.緩和ケア医の併診の問題
治療中止に至るまで.患者は悩み続けるB治療病院の医師の説明はあいまいで､患者は不安が強かつた.

Ⅰ-2 7 主治医.副主治医制度(いわゆるドクターネット)が､末期がん患者と家族を本当に支援するか､という問題このシステムは完全に医療者視点○統合性.迅速性､効率性を要求される在宅緩和ケアの支援体制に向い

他の診療所との連携 ていない8 在宅級和ケアを担う診療所の要件○安易に病院に撮らない診療所を制度支援すべきである
逆に､在宅看取りができない診療所を地域 緩和ケテの担い手として､行政は支援しなければいけないのか?

Ⅰ-3 9 在宅で問題が生じた時､すぐに対応することが患者.家族の安心につながる

チーム内の統合 本ケースは成功事例であるが､日常的にこのような対応することが患者.家族の支援になる
10 外部の常時連携していない訪看ステーションとの連携は､質の高い緩和ケアを提供できない ー

族を支援するためには.サービス,を提供するチ-ム 悼"統合性のとれたケアは､在宅緩和ケアの大 考えが徹底していないうえ.詳細かつ迅速な患者情報交換､きめ細かな患者対応を行うことが困難

ll高品質のケアを提供するためには､チ.-ム内の意思統一が長重要課題であるこのケースでは､治療目標の共有がチーム内で出来ておらず.患者に不要の不安を与えてしまった
ケアの概念､実際のやりかたの共有は､在宅緩和ケアの大原則であり､患者.家族支援の基本である

12 在宅緩和ケアには､厳密かつ確実な24時間支援体如 く必須である.看掛こ偽りゐある24時間ケアは在宅患

の統合性がもっとも重要だということ 原則○患 者を支援するどころか､かえって不安にする恐れがある.̀

者一豪族 -休化していない医療機関と訪問看護ステーションの連携の問題
支援の基 在宅緩和ケアにふさわしくない24時間ケアとは､①責任体制が厳格でないもの②リアルタイムに轟音情報を
本である" 把握していないもの③緊急出動を厭わないもの◎状態が安定している時だけの24時間対応､などであるb

I-4ー薬剤師､その他の医療者との統合性も軍要課題 13薬剤師の関わりは､在宅緩和ケ7における患者｣家族支援lこ大きな意義を持っている

14在宅緩和ケアに関わる薬局の条件とは?
ー1可処の薬局もが麻薬処方やコ宇ユニケ-シヨン技術に優れているわけではない.周わり方は非常に重要である

15介護保険範頼の介護支援専門員には､在宅緩和ケアのマネジメシトは難しい.ケアマネーの独走(患者の希望､主治医の意向を無視した発言やアレンジ)が､患者をしばしば不安に陥れるD
医療が大きな位置を占める在宅緩和医療では､ケアマネジメントはケアマネが行うのは適切でない

Ⅰ-5福祉との連準の問責喜'′在宅緩 16 独居などの在宅緩和ケアが難しいケースでは､ケアマネにコーディネートを押し付けるのは酷であるこ

本ケ-不は､独居､認知症の最後の砦は在宅か.という問題を提起している.
,もしそうだとすれば､それを実現するためpo)専門的なチームを地矧ニ育てなければならない

17足の速い在宅緩和ケアでは､ケアマネ主群のケースマネジメントは愚者.豪族の支援になるか?癌末期の利用者の対応ができるケアマネは少ないし､彼らをふさわしい専門職に育てるにはあまりにも無駄
が多い.

18 医療と福祉の連携は重要であるが､非常に難しい間麿が多々ある.介護職がチームに入る間軌

和ケアは両者の有機的な連 ヘルパーとも医療チ丁ムが直接的な情報交換を行い､連携ができるようなシステムが必要占19医療職(看護職など)のケアマネは減少傾向にあるが､その独走も時として問題r=なる-治療目標の共有が出来ていない状態で､ケアマネ(看蔑師)が個人の考えを述べると それだけで轟者は不

携が不可欠". 安に陥る

20.医療の重要畦が高い末期がん患者を医師抜きで､福祉職だけで対応できない.
食事が直接-間接の原因で腸閉塞を発生あるいは増悪させた場合の責任は?

I-6 ･21他接種との稀な連携も､時として患者を支援する

18
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甲題点 摺75- 問題テ-マ.'問題点 一三:,

Ⅱ. Ⅱ-1治療病院との連携に時間浪費は許されない 22なぜ､初診時死亡診断というようなことになったか?

患者サイドの問題;最期まで化癖を希望
治療サイドの問題:①治療病院とpcuとの連携が取れていなかった②pcUは2ケ月も患者に関わっていなかつ
f=③pcuと当院とが最後まで連携をと?ていなかった

23治療病院が患者を引きずり､在宅医と連携を組まない問題.なぜ､治療病院は在宅医とチームを組もうとしないのか?
自分たちの都合を優先し､患者のことを全く考えていない.

24在宅移行ラグの間愚症状コントロールは病院でという御認識を患者.家族が持つことになるo
足が末期がん患者にとって､奄宅移行-無駄な時間を糞やすことは､在宅での穏やかな時間を短かくする

Ⅱ-2地域の 25ERが末期がん患者の最終的なsafetynetとして機能している間軌

在宅のSafetynetを確実にするため､ERをも支える専門チームが在宅に育つべきである○

26緩和ケアに習熟していない医師の診療により､患者は苦痛を味わうことになる○
肉体的な苦痛の緩和は､医師に求められるイbハである

27治療病院から在宅医療擁関への紹介の問題〇一別の主治 逆紹介のタブ二を打破せよ.
医が蘭 なぜM病院は､逆紹介したK医院が受け入れないとわかった段願で､直ちに､.在宅緩和ケアのできる医療機

わつていて､適切な 開､あるいはチ⊥ムに紹介しなかったのか?

28拠点病院を中心としたこネットワl-ク(NW)作りは､本当に患者一家族を支援するのに役立っているのか○

診.所- . NW作りは難しい問題である その不備のため蕪者は紡程い 貴重な時間を浪費することになる 逆紹介タ
対応の の紹介時 ブ-Ao)問題､形だけのNWは患者視点に立ったものでないため､適切な医療機関へつながるまでに時間がかか
迅速性の 期が遅れ る場合が多々ある○

問題 . たケ-ネp なぜ､経和ケアに精通している適切な医療機関あるいはチームと治療病院は連携して患者と家族を支援しな

"短期勝負の在 いのか○

29医療が必要になる!と､病院や他の医療機関へ丸投げする診療所の問題宅緩和ケ 症状が安定している間だけ関わる在宅医○緩和ケア専門の診療所の働きを妨げ､患者.家族の支援を妨げて

アでは､無駄な~ いるoA

Ⅱ-3 30医療を理解していない福祉(この場合は地域包括)が病院と診療所との間に介在し､医療の実施が遅れる閉
TlmeLagが患者.地域の福祉(ケアマ 過｢末期ーがん患者は必ず医療につなぐ｣ということを､病院と診療所の間に入る可能性の高い福祉職に徹底しな

家族に多大の不利 ネなど )からの紹介 いと､患者サイドに多大を不利益を与える
■31-福祉系の介護支援専門員が､医療内容､診療報酬等の説明をするのは難しい益を与え で対応が 在宅の複雑な医療費や､高額療養費などd)情報も正確に理解したコ.-デイネ-タ-(基本的に看護職が担う

る" ;屠れナ- べき)が必要 .I

Ⅱ-4チーム内 32連携する調剤薬局の間塘○
在宅媒和ケアは24時間365日対応が原則○休日､夜間対応する薬局を積極的に評価する必要あL)

33.きめ細かく､迅速対応が難しい介護保険制度の問題

の連携が 医療に理解が薄い介護職との連携は､患者.豪族の苦しみに目をつぶることになる
悪く､対応 7月下旬､病状変化にあわせて看護師がケアマネにサービスの変更を依頼ニ
が遅れた ｢またセすか､こんなにしょっちゅう言われたことはない｣｢休みなので週明けに対応する｣と対応が遅かつたo
ケース またヘル′ト も､｢入院させなくてよいのか｣と不安げであった.

Ⅱ-5専門チームが関わり､迅速対応したケース 34 がん治療病院の地域連携は､患者.家族の思いを大切にしているか?L

イ家で過ごしたい患者｣を何故pcuに紹介するのか?
-A病院は､わが国のが4J診療拠点病院の中心的存在である!.羊れは､決して例外的なケ-スではない

正一6.専門チームが関わり､行き場のない患者に対応したケ-ス 35病院でも手に余る末期がん患者をどうすればよいか､という問題

(D病院のル-ルを守らない､スタッフに暴言を吐くなどのため入院継続が難しい

219



資料3(川越)

→取落点... 香 . =一,成ql:.,.',---::..一一,i-__ 問題テ-マ.問題点/ .-1が ｢戸に∴｢弓■

班効率よく Ⅲ-1 ー 36病院での退院指誰の問題

退院に向けての家族指導の在り方の問題.

病院での退院調整は問題があることを示すケース 在宅にあった､適切かつ時間的なロスをしない指導が求められている

37在宅移行の準備を病院が行い､そのために貴重T3:時間を費やす問題 .

38 病院連携窓口で在宅支援をするのが､本当に家族支援となっているのか?.A
･病院連携窓口が中途半端な在宅支援をしたため､在宅開始後に混乱を来たしたケース

ⅠⅡ-2 39医療的に一定レベルに達していない看護師との連携の問題

在宅緩和ケアでは､チームを組む具体的な相手OL専門職としての実力がないと､十分な患者.家族支援がで
きない
在宅における現行のチーム編成は､そこで初めて結成されるチ-ムなので､高品質のケアを提供することが

患者.秦族を支援 現行の.二よせ集め型の■ケアチームは在宅緩和.ケアに不向きであ 難しい

40他の訪看ステ-シヨンと達雄する問題する 地域医療､緩和ケアの理解がない医療者によるサ-ビス提供には問題が多いD
そのような医療者とチームを組む場合､非効率性である

41ターミナル期に対応できないケアマネが､チームの一旦として関わる開題毎月の訪問も本人に会っておらず､連携会議もできず､緯和ケアチームとして機能しなかうた.

早 当チームではTHP(TotalHearthPromotor)がキ-パーソンとなること窄ケアマネに伝えることが出来なかったlo

42棟数の機関の同一専門職が関わると､ケアの質で問題となることが多い.訪問入浴同行看護師と､在宅緩和ケアチームとの連携の問題○
太管的な話Fiiの目的をZ9磁LTいない着雪等池が渦垂rrti対応をすることで_か点って義春.安佐の末 寺 を 肋

Ⅲ-3 43複数の同一専門織が同時に関わる問題この場合は､病院の訪問看護と在宅の訪問看護
その他 緩和ケアに習熟し､情報交換が十分にできる､理念の統一されたチームが対応しないと患者サービスの賢が

落ちる

Ⅳ Ⅳ-卜1) 44 専門医､専門職との連携の問題1(失敗例)その他 統合失調 経過中､死後における専門医との連携､役割分担を行わなかった問題例である二特に患者の死後における息

患者.家族の支援のために､専門医療職(医師､保健師など)との協働が不可欠なケ- 症の家族 子のケアを考えていなかった○

Ⅳ-ト2)統合失調 45専門医､専門碑との連携の開頭2(成功例)ー

症の患者､統合失調 _症の家族 統合失調症の家族ケアなど､専門医や保険師などの協力をどのように得るか統合失調症などの精神疾患患者0)地域ケア専門家とのチームワ-クが今後の重要な課題と考えられる..

Ⅳ1-3)ポート挿入に関する､病院の支揺 46病院とのチ-ムワークの問題(成功例)

aD



箕料 4=ll越)

在宅緩和ケアにおける､患者 ･豪族への支援体制の問題 一具体的な事例一

医療法人社団パリアン クリニック川越 川越 厚

琴 聖 篭 関 の経過 ー-1 経過の補足 1 問詣 言マ ! 事例離 者コメント ヨ 患者と家族の声など

l.患者 ･家族を支援するために臥 サー_ビスを提供するチームの統合性がもっとも重事だということ

i-1治療病院と診療所との連携∴ "治療病院の医師と在宅医との統合した形のサービス提供は､患者.家族支援の基本''

1鳥.ち.IItl｡li 1.①A大学病院がB病院を.:r紹介〇･(診B病院峠B診療所を紹l怠B診師 は診療開 始し:たが､家族が断る=;⑥当時-sos発信(未受1診のためA病院へ行くよう=アド′ヾイス)○A病院当直.1医対応 1;⑤再度A病院受姦⑥A病院の緩和ケナチ-:ム(PCT)の担当医師怒る.(患者と当院に!対して)) .I 竃 藍 冨器芸…?+2̂器 一 一A病院が畠療所を紹介しな｣拒否がないので(?)､積極的に紹介 .治療病院と在宅医療棲関との連携の!のは､診療所に紹介すると必②B病院が8診療所を搾介したのは､.間男 .ず後方支援の保証(入院)と露 語 欝 ㌶ 霜 露 欝 .億 慧 護 憲 選 管琵誌器 認 諾 .琵琶認 諾憲琵≡断った.I(卦患者L家族は在宅希望だが､B診療 支援を必ず要求?する問題 . ..を求められるから｡i罵慧 芸 ニ :i:I+;I+oT,:器'こi.諾 7,-:.還 蓋琴露L素 量芸≡≡芸LfoAi '･の紹介､長男がHPを見て当時を選択し全く考えていない也.f=f{し未受診の状態だった甲で､A 儲 誤 写琵レベル､チームレベル盲器(fnLGIaL_;違 gEoLPf=C=TtD,医1:篭 藍 慧 芸 受診t

211∴二 :∴ 要予約.紹介状無しで当■院外来受診O急を要すと判断し､同日.往診DA病院を退院する際､連携室のSWに当麻を紹介されたとのこと○アル中､認知症(?)の診断あり○′ 無 題tSBp欝 恩 讐 71困癖 舶 階 クリニックが地域にあるな働 連携室医師に｢なぜ､最初から.."-" 附 け入れない患者を 篭琵 琶 ≡三言三言 ER,≡;完36%+*̂LhT議 .a=我々(在宅診療所)を紹介しなかつたの .どうすればよいが'･M Jという質問をした○返事肘 状況が .現在の地域に帥 るレベルでは､確届雷漂 莞 豊 LZ妄適の意 糧 t=Lqfh:?､患者の妻はー悪くなつたら自宅は無理o認知症があつ かに在宅は不可能･て一般病院での受け入れは難しい〇三 四難事例を受.け入れる在宅脚 ケ .漂 温 恩 讐 芸去票警苫古 事警 妄誌 テ嘉 駕 に滞警票諾 盟 琴 慧謝 れ 7アチ-ムが必要 :. i死亡 鮒 て !'D



買 羊キ q-＼川越 )

辛早矧讐 讐聖.i - の経過 .原町ン, ･経過の舶 ≡ 問監 芸子 i 事例報告者コメント ミ 患者と家族の声など ..

l l .肺癌末期嶺 院困難. ､､4鯨 fkfL薫喜r妻冠gfe萱ggqa聖軍票%i rFETf書 芸表 芸 ;蒜 L買主=貢:=.jJifr= .e撃,T等EpnhOoq% 6375m表 芸EE蒜 3'.声轡 詔 鹿 簸 磨, 亡0 ..iいて知ろうともしない0 1かつ干o｣

1 1 腰 語 法 会意 覧 t.A病院主治医に断 状を求めたとこ 患者壕 旗の在宅希望を､治療病院 .縮 自体も病院で最期を迎 竃諾 諾 警 碧雲ti=i誓5E754鑑 J琵 琵 弊 宕 &.(認 諾 芸三景 語 誓 ン芸軍師が真筆に受け止めていない聞 えさせるのはr良いこと｣と認 仰 の人は幸せだつ識しているB最終的に在宅死 たQ最期を自宅で迎えられ日 トの返事のみ. I"A病院の主治医は､患者の希望す を実現できたが､これが現状 て本当に良かつたo｣｢もつ

■ 】 蒜 認 三甲 して在 .最近の状況については不恥 Iら聞いてし､ない" 川̀越コメント) 孟冨豊 守願いできれば



貰 不斗 4日1ほ些ノ

問題の経過 】 経過の補足 : 問監 言マ ≡ 事例報告者コメント j 患者と家族の声など

Ⅰ-2他の診療所との連携 "統合性､迅速性､適切性が要求される在宅緩和医療では､異なる診療所との連携は大変難しい課題"

若驚 き;浩 誉讐 .% L窒電 影 :還 冒貴 顕 完封 呼吸停止しても連絡が取

60A県Drネッ
代トの診療所FB訪看看護肝sT~

死亡前日:看護師訪問｡
臨死期であることを主治
医にメール連絡｡
死亡当日:呼吸停止｡し
かし家族は主治医に連絡
がつかず｡-看護師へ連絡｡N｢救急車を呼ばないように｣と
言って､すぐ駆けつけるb

iL漂 諾 当看酢 より直接ヒアリング
lケースは主治医と共に訪看ステーショ
･ンの看護師が約3週間関わっていた｡
副主治医は病院の退院前カンプアに
同席していただけ｡連絡先も電話も数え
てもらえず｡最初から｢夜呼ばれても行けない｡家がわからないから｣と言われ
ていた｡(看護師談)

-やっとのことで医師の 後日､｢このシステムは絶対に広げて･余裕があり､医療依存度が低い非が
所在を探り当てた(その間 はならない｣という強烈な言葉を､地元 .んケースで有用かもしれない｡
約1時間､副主治医は最 の別の訪問看護師から間接的に耳にし
初から連絡とれず)O 'た.

るのか

ことがない"
/L ･･,I_七に=】.上.↓IJL̂.+ヽlヽ

決して好事例ではない

A病院
Bクリニック

病院主治医からの紹介で l訪問診療を開始.
前かかりつけ医に連絡す Bケ)ニックの医師は『最後まで診ます.
ると､診療を中止して欲し 最後はA病院に頼んでありますから』と
いと言われ中断｡ <最後まで>が在宅看取りではなく､
-月後に救急車で入院 <入院の手配まで>という理解であっ
し､病院から再度訪問の た｡

依頼を受け診療を開始しL
た｡

病院と連携する診療所の要件の問題
在宅看取りができない診療所を地域
緩和ケアの担い手として､行政は支
援しなければいけないのか?

Ⅰ-3チーム内の統合性 ''統合性のとれたケアは､在宅程和ケアの大原則｡患者･家族支援の基本である"
XX年10/18相談､往診｡

*,i..i2F"吾妻も看の際､制 l患者は､5｡歳独身の娘と二人暮らし l
吐座薬使用を家族にやっ看護師はB訪看sT就織後6MC臨床経 '問題が生じた時､すぐチームで対応

;三 千 二三 ii=芋 芸 三 ≡::i-::琵琶1-票:三 二 ::-::

験は10年あるが､在宅は初めて.
｢吐物の処理は全く苦にしないのに､ ス
師の疑問｡
医師の指摘は､(か相手は未経験の素 要.

た｡

てもらうことを勧めたら.
｢それは看護師の仕事､
すぐ来てやってくれるのが
約束でしょう｣と反論され､

q̀J/ヽノ､//＼エl-ILIE)lllヽ1̀∃巨5ミ

IlSf̂Lr' 讐謡 毒款 計 還 器 蓋i*P=喜tt'r三重慧弊 誌 競 誤 豊 莞 驚 唱 ≡誓 許 フアレンスを聞IEス受ける｡ 1
/10/29訪看時､娘の (略)
前で座薬挿入実施｡要領
を教えたn

A在宅診療84所
9 FB言方問看護~
肺 sT(Aと同
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苦屈樗 聖i 問題の経過 i 経過の補足 i 間罵 言マ 皇 事例報告者コメン- F■患者と家族の声など

' ' -嶺 監 毎 義 言壷 三;壷 Siti&.=-..i遍 魂 看sTO.去護師さんか1.1 錯 芸者警 護 貰 ノ蓋 琵 賢 撃 芸盗 照 ,.;芸Bi::e芸三;く琵 喜重窪蓋LL鮎 ざ - ね｣と言われたの絶対的な方法が確立してい■らは､r抜いてもらえば楽に■ 棟旭 6,..6,R眠○ ( ,

〈さ等諾宗提 f
連絡 l

E 監 護感 軍 軍 事 腰 驚 .L'&監禁 濫 琵 琶 ≡這:1:芸Li14芸芸忘::FF,p,lLFp,Of 諾 讐 荒 縄 鮎 とC医院に_体･摩 濃 霧 i望麦葦 atifE,書芸.gi藁 ,oTf讃 SjR85窪 WiFfTFfof:=悪書=07g;藁挙 4Jplf,251RhTgh表 裏:=蔓笈 ‥覧 芸チ-シヨンが少ないO ー



資料 4(川越)

警一.i万 貞嘉塁摩 監ぎ 問題の経過 … - の補足 ‡ 甲監 言マ ト 事例報告者コメント i 患者と家族の声などl

ト4薬 剤 師 ､その他 の 医療 者 との統 合 性 も重要 課 題 ''医師 と看 護 師 の 間 ほどの密な連 携 は必 要 ないが ､重 要 であることに変 わ りはない"

14 悪書露悪写謁 凱 ■ -毎 和ケアにや る薬局ふ条件と!訪FRi去剤管理指導去全ての■1可処の薬局もが麻薬処方やコミユニ 薬局が行うように､という方針チ-シ∃ン技術に習熟しているわけで ■は無理があるはないo役割が果たされない○ ;.-1



箕料 4uH越 ノ

欄 琴 L Fpq題の経過 SE 経過の碍昆 卜 問監 -a了 ､ ミ 事例車告者コメント E,患者と家族の声など
Ⅰ｣5福祉との連携の問題 ''在宅緩和ケアは両者の有機的な連携が不可欠".

ト t;8X.,,5.,iB芸鵠 諾 .iL:十 歳 笠認 諾 雪が:78居宅介護 .あり(朝のヘルパー発･16 F 支援事業 見)､在宅の限界と判断.IL ㌣ .,芋 贋 蓮 琴 一∫ 嘉 憲 還 軍 萎 l蒜 諾 禦 譜.た､.済的な援助もできない③死亡時傍に人.だoL､ないことがあることも陶乱 てい J

I. ヘルパ-が患者の病状変65 LL犀宅介 化に気づき､ケアマネにM 護支援､L 連絡.それからしばらくしー18 前 L訪問介 て､ケアマネから診療所I立 護､FZ診 ,に連絡が来るたoI腺 療所 ∴ .一カ祭 監 聖賢の斬 l左是認 恕 日であったた叫 寺.l慧 議 季語 慧臓 器 琵 琵 …い･ ベルパ-はケアマ卒に連絡ーなシステムが必芋0 1のか.?(川越コ盟

I! こ 築 箕 藁6g M居宅介護二たが､看取Ljも近くなって19 叫 支援事業 おり､不安に対応しつつ､脳 所 誤礁しにくいものを選択し廿 ∴ 彊 語 勢 一 十 一 ∴ 十 十 二 二 -要｣と言うこと○在宅主治医の考えを聞かないで､勝 一で患者は不安に陥る '手にこのような発言をした○ l ｢水は1日1500ml飲まないとダメつて言われました..i.このままだとすぐ死んでLiまうのですか?｣
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香l75'嘉凱 琴 聖 ～i 問題の経過i 経過の- J盲 窓 マ 喜 妻例報告者コメント 喜 患者と家族の声など

Ⅰ-6その他



共 布斗 LtL川越)

問題の経過 l 経過の補足 i 間霞 言マ ミ 事例報告者コメント ミ 患者と家族の声など

Jl 対応の迅速性の問題 ''矩期鞄勝負の在宅緩和ケアでは､無駄なTimeLagは患者 ･家族に多大の不利益を与える''

Ⅱ-1治療病院との連携に時間浪費は許されない

i:=-≡::-三I-=:_=-=1-㍗ -ミニ l:-:; -~: :- ∴ ∴ :: ,

とになったか?

七月

-I; _::-_I:-_I II:_::-:::-_i_:;_三 -:I,三 十 ∵ 三 二---

tFI≡.

10/7/7A病院(一般病
院､PCUあり)相談外来受 *1この時､B病院(がん専門病院)で

A病院 診*1
B病院(が /g/7B病院からA病院
ん専門病 へ紹介*2.
院)pcU /9/8B病院よりTelく14:DO)-往診(18:30)

■-死亡診断(19:00)*3

化病中｡患者フォローの中心はB病院｡
*2A,B両病院はこの間連絡をとって
いないD

辛3B病院のPCUはBedの都合で､緊 5V2p'悪 疫 惑 主監 語 戴 {E声

急入院ができなかっ た
ていなかった 常に難しいo

I l 間の依鮎 り このようなケースは最近少な

:_ ∴ 三 三 モ ≒三 三 :_i:::宇 ギ ∴ 〒 --:=三 重-萎 -I-I::

･71 はまだあるのであろうか｡東

n工 ′…′.小 ん_3,7+～.,山_..拙 弘.虚器土 組まないのか? このような傾向にあるO大学

肝 りr)■-'b 琵冨害等碧 落 蔽 憲 恵 蓋虚 無 欝

自分たちの都合を優先し､患者のこ病院からの紹介患者は在院
とを全く考えていない 日数が有意に短い｡(川越コ

xx/7/15K病院相談支
援センターから紹介あり.
当院相談外来
xx/8/7退院
/9/1S病院pcuに入院
/10/1S病院にて永眠

相談外来受診から退院までの時間的ロ
スは､咽気のコントロール､精神科受診
などに時間がかかったため｡さらに､本
人と家族は在宅の自信を失い､S病院
転院予定となった｡在宅を開始したの
は､｢やはり自宅に戻りたい｣という言葉
があったから｡S病院入院は既定路線｡

在宅移行ラグの問題 緩和ケアを専門とする在宅医
症状コントロールは病院でという御 が関われば､退院までの時
認識を患者･家族が持 つこと に なる｡ 間的ロスを最小にすることが
在宅での穏やかな時 間 が短 くなる/可能

Ⅱ-2地域の別の主治医が関わっていて､適切な診療所-の紹介時期が遅れたケース

一 二 一 -:-_ ㍉ 二十 二 三 ~二‥幸 三-;:---:;二 二二一

ER,=担ぎ込まれた末期がん患者をど 諾 霊諾 識 語 諾!rB

歪芸謂 芸詣 章票 で 1 1
71 たo体動困難になって当

26~芙 温 賢冨重量認 諾 季語 藍 禦 蒜 遠 蒜;;腸 ･なる
緩和ケアを提供｡12日間
で亡くなった｡

もう数週間早くから関わっていられれ 緩和ケアに習熟していない医師の診
ば､著明な腹水貯留による苦痛を回避 頓により､患者は苦痛を味わうことに

緩和ケアに習熟した専門
チームに任せるべき｡

,!=[

｢もっ と早くから先生方に診
てもらえば良かった｡｣



'A一不斗 年Ulは堅ノ

葦原聖書琴 上 聞- 過 .p i 経由 舶 周 覧 芸マ ー 事例報告者コメント . 患者と家族の声など 1:

億 警 讃 慧 こ .治療紛 ら在宅医療機関へふ達 ..,競 語 盃 ,&7%.=12- 纂 鷺 ■p張 蒜 還 蓋 .艶 麗 寝 業･ . 逆紹介のタブ-問題 慣れていない診療所を指導と診療を拒否した0. . .蓋 琵 琶to;l二㌧たこ .- なかつたのカナ? Fff=畔 ｢在宅緩和ケアのできる医.療機関を早く知りたかったoとても不安だったo現在の状態を説明してくれるp身近な医療者を求めていたo自宅で旅立てたのがよかつた○｣ I

･ YLTfp-=崇 莞腎 だ 孟丁. .:拠点病院を中心とした.棚 ワ_ク 認̀ 諾 を.鵠 瓢, . 慧照 覧農 賢欝 霊 篭 雲誌だ姦悪霊語義雷雲た自動的に.̀"NWJ賃LJ,1?瓢 問駅 ある○その不 要課 で認 雲等 競 方i75 紹介したo 借のため患者は筋徒八 貴重な時間 式をとっている○.28豚 雷撃 醇 藷 選 藍 曇曇語 義 還 整 ■衰琵 蓋 濫:腺 , 層 琴 i評 議 諾 慧精 選だFRO歪遠蕪 nbbb:367貢=蒜表芸LLR芸 =芸 蒜 I.芽 I海 口ケアに精通し､在宅での療養を支援する診療所､連携する訪問看護ステ｢シ∃ンがあるなら､なぜ.そういった情報を私たちにl提供しJt7い甲か !｣

l E ,看敬L)まで支えるにあたり､



箕科 4川l越)

閲 の経過 書 経過の補足 ; -甲監 言マ i 事例報告者コメント ! 患者と家族の声など

Ⅱ-3地域の福祉(ケアマネなど)からの紹介までに時間がかかり､対応が遅れたケース

-x%%8#1]08相談依頼諭 L . ち .I. !お世話になっている示i0...6J.232,B -i'蓮 要撃萱童iLgB:p-襲撃]撃蔓1..:整 S萱藁;A壷芸蓋岩;$蒜表芸喜書芸書芸eiq書芸若鶏 ,聾tmg!,Fih:525fg崇tg:薫 萎Sa蓋書芸,t,Ld芸7 欝 碧 裏済 きI l当初妻は｢病院が安心｣〇､.㌻.肝 タ⊥ 者-連絡oI .l鞄 儲 雷喪 まケアマネのiと'同様のFp誓 る .J十 .- ■

10



某 不斗 LiuEr疋堅J

蓋整i琴 聖 問題の経過 t 経過の補足 . 間監 言マ 事例報告者コメント 喜 患者と家族の声など .

Ⅱ-4チーム内の連携が悪く､対応が遅れたケース ''在宅緩和ケアに携わるチームにとって､チーム内連携は最重要条件''

32. 薬局 ≡藍 冨整 霊草警 DWDe詣 誌 畏 悪習不能のため

】
連携する調剤薬局の問題｡
休日､夜間対応の必要あり

独居の男性o要介護1､ 長女は仕事があり近所に在住｡

l ヘルパ-(ケアマネと同幸 吉諾 琵琶 読 警官 アマネは介入業所)利用｡

こ:.∴ _芦.II-I?ミ墨 嵩 ､圭 し●泣 呈 f･警 二二 ′二82 S病院 過o
M O医院 7月下旬より状態増悪､せ ネに情報が伝わっていなかった模軌
血 ○言方看 ん茎､転倒など介護の手
液 Aケアマネ が多く必要になった｡ †

: ;"77g等芸琵 賢 :

･ 賢 諾 諾 :ら伝えた I

きめ細かく､迅速対応が難しい介護 がん患者には時間がないこと｢長女,看取り時
保険制度の問題 をチームメン′ト が認識して､｢昨日要介護5と連鴇を
医療に理解が薄い介護職との連携 いない｡がん患者の介護調 .受けたばかりo訪問のお風
の問題 整に慣れていないケアマネ
7月下旬､病状変イヒにあわせて看護 は､対応が後手後手になるこ
師がケアマネにサービスの変更を依 とが多々ある｡介護度が出る
頼｡ トまで､介護環境の調整に着
｢またですか､こんなにしょっちゅう言 手しないことが多い｡ヘル
われたことはない｣ /i-も看取りの経験がない

T休みなので週明けに対応する｣と ･禁妾だ禁 .TT!iJト 白身が対応が遅かった｡
またヘルパーも､｢入院させなくてよ
いのか｣と不安げであった｡

呂に入れてあげたかった
が､結局叶わなかった｣

Ⅱ-5専門チームが関わり､迅速に対応できたケース "在宅緩和ケア専門チームはこれからの最重要検討課題"

A病院(が io露 呈3%fS55% P.CrUL" 病院は､家で過ごしたいと切望する恵 が増璽禦 0,._禦 碧空望盈(..I｢家で過ごしたい患者｣を何故pcU在宅切望の患者を病院-紹ん専門病 うしても家に帰りたいとい 者をPCUに紹介D院)､S病院 う患者がいて､退院を強 入院となった患者は我慢できなくなっ
のPCU､ク 行しようとしている｡家で て､夜半にS病院のPCUを強行退院し
リニックK 診てほしい｡｣ ､ ∫た｡

10/14往診･訪看開始

初回往診時､｢もう入院の
に紹介するのか? 介する｡これが残念ながら病 必要はない｣と言うと､破顔
A病院は､がん診療拠点病院の中 診連携の実態｡そのために､lでVサイン｡家族も安心し
心的存在である! 在宅開始が遅れてしまうo

l決して例外的ケースではない .

lI-6専門チームが関わり､行き場のない患者に対応したケース "Ⅱ-5と同じ"

･o/10'19午後電話､タ 慧 謡 毒でもこの患者の療養が困難 新 妻言上譜 票 讐詣 患者をど
84 ?-Y病院 相談

･ (一般病 ′.o/20初回往診･訪 馨 芸整 聖 賢 農 竺慧咽 院ト→クリ 看 -
頭 ニックK Opioid開始

l84 ?-Y病院 蒜誠∪''" LfK亀戸ロ､/ な理由は ノ= レ■かか… ､LV'州 他

∴ I ; ∴ ~ t: :-:--_:_-I.,-::∴ ~-I ∴三 幸~二:二二二 -≡-::--:‥ :l二 三 二 ㍉ ∴ ∴7芯 -..Lll′ ′ヽ'｡l白F?.んLl

'vIP.'U,I.u㌻芸宅死 冨雷鳥 ぎ老々世帯､要路 妻を怒 莞 盃 語 弊 i=VぷJl'言'=t F 対 応 できるだろ う か?

iA
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問題の経過 l 経過の補足 . 問監 妄マ 事例雛 者コメント 患者と家族の声など

lll 効率よく､患者 ･家族を支援する

班-1病院での退院調整が無駄だったというケース "在宅緩和ケアのことは在宅の専門チームに任せるという､新しい発想が必要"

Q病院
クリニックK

10/4/14Q病院連携室よ
り電話
16日 相談､往診
26日 死亡(在宅ケア11
日)

Q病院担当者の話では､指導にまだ数
日かかるので退院は(かなり)あとにな
るとのこと｡
｢それはこちらでやるからできるだけ早
く返してください｣､と伝えた｡
それに応えて退院を早めてくれた｡

病院での退院指導の問題
病院では胃ろう管理､吸引器

7YIL,ノLJヽ■ヽ′′JerJLIlJj=〒Fヽ′JLHJIt凸

退院に向けての家族指導の在り方 蒜慧昌詣 島 芳雷をかけて 御家族と~緒にお酒やTVを楽しみ,良 卓時を過ごさ

買 主豊認 総 時間浪撃 こ雪駁 霜 課 轡 ､た(クリニックK副鴫を在宅で指導

;:,∵ 浅 ∴
後の診療依頼あり｡

状は落ち着いており.退 '

院前に家族指導(中心静
脈栄養や呼吸管理など) 病院で準備したことは家族に指導をす
をしていた｡ るよりも退院後に自宅で
10月1日､自宅に酸素機
器やベッドを揃え､退院の .

準備をしていた.病状が -】
急変し､退院はできなかっ
た｡ l

在宅移行の準備を病院が行い､その
ために貴重な時間を費やす問題

三･十 一:'二二.L:し工
の延長ではない｡
家族に対する在宅医療の
指導は､在宅サイドが行うベ

.きOそれが無駄なく､speedy
に在宅ケアを開始する秘訣
である｡

xx年9月 J病院にて手
術､化学療法不応腎癌の
診断

J病院 J病院は､介護ベッドのみ
A地域包括 を勝手に手配した｡
㌫ 支援セン 患者家族が在宅医を探し
R タ- に､地域包括支援セン

ターへ行ったO
地域包括から当院を紹
介O

70
38 M

J病院看護師は在宅医やケアマネー 病院連携窓口が在宅支援をする間 退院後の介護連携なども含
ジャーに引き継がないまま､直接福祉 題 めて､在宅緩和ケア医は地
用具業者にベッドを手配したQ 病院連携窓口が中途半端な在宅支 域連携ができる｡

介護保険で借りれると聞い
たのに､自費になるのは納

後日介護保険上の手続きが行われて 援をしたため､在宅開始後に混乱を 病院で行う個別の手配は､ 得できない
いないことが判明し､自費負担となった 某たしたケース .非効率

12
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番 lEj~弓■I 問題の- i -経過の補足 盲 周覧 妄マ 壬 事例報告者コメント ≡ 患者と家族の声など一速
;lーIll-2現 行 の ､よせ 集 め 型 のチ- ム体 制 は在 宅緩 和 ケアに不 向きである"現 行 のチ- ム体 制 は /経 過 が 長 期 に及 ぶ 非 が ん患者 に適 している" I

t ¥x/5'29在宅開始○疫病 "l 票蒜;m5g,'6%'mSRpf,JYヒ .激郎 苦しむ'-の対応が遅れた 野 等 誓言三宝=誓 L'.､ 看護師はよくやつてくれ､在宅を選択してよかつた.が､看護師が質問に答えてくれなかったり説明が十分でなく､不安だった(妻読)

40 ト ■汁 ..F o異が動員されることもあっ トーを】

41 ト ■認知症があり日中独居のーlたD.ド ケアマネの話を聞いて､在宅はもう無理と思ったQI.膳跳留置力テは入れてrま三i'<茸=h,i,だ {I芸濃 説 ′てしまった○ショックだった占~…

13
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香号 ､酢 琴 ippD,Eの経過 蔓 経過の補足 量 問監 妄マ ;, 事例報告者コメント ∫ 患者と家族の声など

Ⅲ-3.その他
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第18回 がん対策推進協議会意見提出用紙

委員名 :郷内 淳子 ･

<1.患者 ･家族への支援体制について=>
課 題 対 応 案

【がん診療連携拠点病院内 相談支援センターについて】

1.都道府県によって補助金額がバラツキがある現状では､相談支援

センターの運営についての質の担保が保たれているか疑問がある｡

2.がん患者や家族の相談の要請は･身体的苦痛 ･精神的苦痛 ･社会

的/経済的苦痛が複雑に絡み合っている場合が多いO

現状のスタッフの配置において､心のケアに十分対応できるスタッフ

が全国でどれくらい揃っているか､その場合どんな職能スタッフが担

当しているのか可視化が進んでいない｡

また､在院日数の短縮化により退院後の自宅療養に不安を抱える患者

が大幅に増えている｡｢退院調整｣業務が病院内やしっかりできてい

るか?施設ごとのバラツキがあってはがん難民の温床になりかねな

い｡

【拠点病院以外の医療機関での相談支援の必要性】

1.現状で拠点病院のない空白医療圏においても､相談支援活動は重

要であり､県内の地域格差の解消には絶対に必要｡

一部の県では､非拠点病院であっても県からの財政支援を受けて

地域の病院内で ｢がん相談室｣を設置しているところもある｡

1.国が指定する ｢がん診療連携拠点病院｣については､全国一

律で10分の10の､つまり補助金ではなく ｢交付金｣を渡してい

ただきたい｡スタートラインで格差を生まない施策を望みます｡

2.相談支援センターのスタッフに

○ がん看護専門[認定]看護師

○ 臨床心盛土 (精神科医師の補完的役割)

OMSW (経済的相談､医療費助成助言)
○ ケアマネージャー (医療と介護の橋渡し)

これらのスタッフの常勤を指定要件にする｡

相談支援センターのスタッフは院内の ｢退院調整｣看護師との連

携を密に行い､特に独居､単身者などの在宅支援もカバーしてほ

しい｡

1.都道府県独自の財政支援を行い､拠点病院の空白域にも ｢が

ん相談室｣を配置してほしいO

地域の保健福祉事務所や保健師が積極的に介入して､地方のがん

患者の ｢医療と介護｣の切れ目のない支援を充実してほしい｡



都市部は医療資源も情報も豊富にあるが､中小規模の町村部でも

高度な医療は無理でも､相談支援や緩和ケア､心のケアが受けられる

環境が必要だが､病院単独での運営は難しい0

2.都道府県独自の拠点病院制度を設けている県で､十分な相談支援

の場が財政的裏付けをもって実施されているか疑問がある｡

【患者会 ･患者支援団体などの社会資源の活用】

1･民間の患者会､患者国体の活動を病院とうまく連動させて協働す

る動きは各地で広まっているが､､相変わらず都道府県により取組みに

濃淡がある｡

相談支援の場は病院だけに限らないOかえって病院ではいやだ､とい

う患者や家族の意見もある｡

病院の外で行う相談支援には､実績と信用のある患者団体との協働が

必要｡

2.都道府県独自の拠点病院制度にも､行政主導で相談支援業務

を実施してもらいたい｡

1.病院側も地元の信頼のおける団体との協働をもっと推進する

べき｡

プロ･サポーター (医療者､企業､行政)とピア.サポータ- (患

者､体験者､家族､遺族､市民)に求められるそれぞれの役割を

確認し､対話を進めながら患者支援を行う ｢場作り｣を行政は主

導するべき｡

相談支援にかかるコストを誰が負担するのか?零細な患者団体だ

けで担うのは無理がある｡病院にもそれほどの経営的ゆとりはも

はやないo

県民の誰もが羅患するリスクのある ｢がん｣という観点から､

広く薄く社会で負担する (行政の義務化)仕組みを作る｡

1-1



第 18回 がん対策推進協議会意見提出用紙

委員 名 :郷内 淳子
<2.情 報提供 体制 につ いて>

課 題 対 応 案

【拠点病院など医療機関での情報提供】

1.相談支援センターには､拠点病院内の医療情報のみならず

｢在宅療養｣｢通院治療｣t,こついての幅広い生活支援の要素を含めた
情報提供が求められている｡少なくとも都道府県ごとに県内の医療資

源の情報の共有'や在宅緩和ケアへの移行などの相談をできるキット

ワークがなければならない｡都道府県がん診療連携協議会が十分に機

能しているか?

すでに取組みが進んでいる県とまだ着手していない県では､相談支援

や情報提供の質に大きな格差が生まれている｡

2.潅済的負担についての情報提供は十分か?

がん患者が多く利用するといわれる ｢高額療養費制度｣について､

知らずに全額を払う患者もいる｡助成制度は公平に利用されるべき

で､特に入院時から申請手続きが必要な同制度について､医療者は患

者に十分説明するべき｡

従来対象外だった ｢外来診療｣にも ｢現物給付化｣が認められること

になったことも､しっかり患者に情報提供されなければならないo

1.都道府県ごとに行政の予算で､｢県内のがん医療資源､在宅療

養支援の診療所や訪問看護ステーション､在宅薬剤師.外来化学

療法施設､患者会､患者支援団体｣など患者が必要とする情報を

整理したものを無料で配布してもらいたい｡

国立がん研究センターが作成した ｢患者必携｣は原則無償で配布

されるべき｡尊者は治療費負担に苦しんでおり､公正な情報にま

でお金をかけるゆとりはない｡

民間にはあらゆるがん情報が氾濫しているが､根拠のないものも

多い｡

2.入院時から退薩にむけた rがん療養｣のパンフレットなどを

都道府県ごとに作成し､各病院が共通に患者に配布する.

基本的に資料は無償とする｡



3.｢がん難民｣と呼ばれるような､これ以上治療ができなくなった

患者↑のサポー ト､情報提供が十分でなく､ややもすると患者は藁を

もすがる思いで､根拠のない民間療法などに走るケースが多数見られ

る｡

自院で治療の継続が困難になった患者をどのように､次へ繋ぐのか医

療者や医療機関で明確な方針がないところが多い｡

『ギア･チェンジ』に際して､主治医ひとりで患者と接することで

｢見放された感｣や ｢拒絶された感｣を患者が抱かないように､

日頃からチーム医療の中で､緩和や看護の視点で患者を包括的に支え

る体制がどこの病院でもできているか?

3.『ギア.チェンジ』に際しての医療側の明確な指針を策定し､
患者にも十分理解できるように説明する｡

治療計画を説明する最初から､想定されるリスクを十分に患者に

説明すること｡

インフォームド･コンセントの丁寧な実施｡

家族へのケアも同時に行ってほしい｡

2-1



第 18回 がん対策推進協議会意見提出用紙

委員名 :埴同 健一

く 1.患者 ･家族への支援体制について>

課 題 対 応 案

【A総論】

ロゴール設定

○適切な長期目標設定ができていない｡

□目標設定

○適切な中期目標設定ができていない｡

□評価尺度

○アウトカム指標に関して適切な評価尺度と計測方法ができていな

○適切な長期目標設定を行う｡

分野呂標例 rすべてのがん患者およびその家族が､質の担保された切れE]のない相談

支援を受けられるネットワークが構築され､からだ (治療/ケア/介護)､こころ､

生活など､全般的な問題が発生しにくいようになっていると同時に､発生した問題の

速やかな解決が提供できている｣

○適切な中期目標設定を行う｡

例 :

･長期目標を計測するアウトカム評価尺度が決まり､恒常的な計測が行われている｡

7長期目標のアウトカム評価を向上させると考えられる対策パッケージが作成され､

アウトプットとアウトカムを計測しつつ､実施されている｡

･長期目標に関してアウトプット目標が達成されると同時に､一定のアウトカム効果

が確認されている.

0アウトカム指標に関して適切な評価尺度と計測方法を設定する｡



ロ課題と対応策のマッピング

○患者 ･家族等が持つ問題や悩みと､提供されている支援の現状が十

分に分かっていない｡

○課題と対応策に関するマップがないため､議論の共通土俵ができて

いない.

評価指標 :患者満足度 :患者 ･家族の医療 ･ケアと情報提供に関する滴足度 (計測方

法 :患者 ･家族満足度調査)

参考指標1.情報到達度 :患者 ･家族が顕在的/潜在的に必要としている情報の､患

者 ･家族-の到達率-等 (計測方法 :患者 ･家族満足度調査)

参考指標2.医療提供者満足度 :医療提供者が､患者 ･家族に必要な情報が提供でき

ていると考えている率-等 (計測方法 :医療提供者意識調査)

そのために下記の調査を実施する｡

･患者 (受益者)サイド

例 ･全国統一で定点観測的に患者 ･家族満足度調査を行う

･医療提供者サイド

例 1.全国統-に定点観測的に医療提供者意識調査を行う (多職種を対象に､質の高い

医療などが提供できているか､その環境にあるかなどを聞くもの)

○患者 .家族等が持つ問題や悩3tと､提供されている支援の現状を把握するb

･患者 (受益者)サイド

例 :全国統一で定点観測的に患者 ･家族満足度調査を行う (再掲)

･医療提供者サイド

例 .全国統一で定点観測的に医療提供者意識調査を行う (多職種を対象に､質の高い

医療などが提供できているか､その環境にあるかなどを聞くもの)(再掲)

○課題と対応策のマップを作成しこ議論の共通土俵を作る｡

例 :その際､下記のような切り口に留意するo

･課題の領域 :からだ (治療)､こころ､生活の3つの側面

･対象 :患者､サバイバー､家族等､支援者等

･患者フェーズ:がん疑い期､診断告知期､初期治療決定期､初期治療後､経過観察

期､再発治療期､維持期､看取り期 ･･.等



･がん種の対象 :成人がん､5大がん､稀少がん､小児がん-等

･支援の提供者の区分 :プロ (医療提供者等)､ピア (患者経験者 ･支援者等)

･提供場所.)レ⊥ト:センター (がん情報センターなど)､地域 (県等の単位の地域

包括センター等)､現場 (治療やケアが行われているところ｡拠点病院､治療病院､

診療所､相談支援センター､サ_E]ンなど)

･対策の側面 :予算措置､診療報酬措置､法令等改正等

･対応を行う主たる当事者:国､地方自治体､学会､織能団体､ナショナルセンター､

医療機関､患者団体､患者支援者､ピア-･等

*以下､下記の表に基づいて､各論の課題と対策について記述する｡(相談支援は､

下記の整理表のように､3つの領域に対して､プロとピアの両面から､3つのチャネ

ルで提供しなければならないといった､重層的なものであるとの理解が重要)

Ⅰ lIl. 也 .■一

からだ (医療･/ケア) こころ 生活1

■1 センタプロ ◎､ プロ p◎ 7E] @ ,
ピア △ ピア.○ ピア △

2 坤域 プロ ○ プ自○ プロ.○ピア △ ピア ○ ピア △

3 現場 プロ ◎ プロ ◎ プロ,◎

○課題と対応策の役割分担に関する案とコンセンサスができていな

い｡

◎とても重要､○重要､△必要

○課題と対応策の役割分担に関する案とコンセンサスを形成する｡



【B各論】

個別の課題と対応案については､右上の表の分類によって右下表の

ように､とりまとめる｡

≪個別説明≫

□1 センター領域 (全国統一的に展開する内容)(国立がん研究セン

≪総括表≫

対応策の総括表は下記のとおり｡

*等号は､提案書の中の施策 ID番号

*施策名は､末尾の ｢施策リス ト｣参照

*施策概要は､_別紙の ｢施策概要J参照

*出典 :平成23年度がん対策に向けた提案書 (がん対策推進協議会2010年3月31日)

Ⅰ ■Ⅱ 孤

からだ(医療/ケア) こころ : 生活A-46,A-51.A-52,A-53,C-27

1 センタ プロ■■◎A-44.A⊥45.A-50 プロ ◎A-50 プロ ◎Å-50

ピア △ ピア○ ピアp△
2 地域 プロ'OA-48 ブロー○PA-46 プロ OA-48

ピア △ A｢48-I ピア ○A-48 ピア■.△A-48

3. 現場 プロ ◎A-54.C-5 プロ ◎A-49.A-54.C-5 プロ ◎.A-49,A-54.C-5

凡例-◎とても重要､○重要､△必要

t全般の評価に関する施策

≪個別説明≫

注記 :全般にプロによる医療 ･ケア提供としての支援とピアによるサポー トとしての支

援の両面を強化する必要があるが､前者の質の担保ができないと後者だけによるカバー

はできないため､別途､医療従事者の育成の分野において､相談支援人材の育成と体制

について有効な施策を決める必要がある｡

□1 センター領域について



ターなどが主たる役割を果たす領域)について

･定評ある相談回答の方法､ノウハウ､コンテンツが不足している

□2 地域領域 (主に都道府県単位など)について

･ワンス トップで広い相談に応じられる (あるいは適切な窓口に振り

分けるトリアージができる)窓口がない

･掛かっている医療機関とは別の中立的な相談ができる窓口がない

□3 現場領嘩 (主に掛かっている､あるいは近隣の拠点病院､診療
病院､診療所など医療機関もしくは支援提供窓口など)について

･医療機関の相談支援体制が弱い｡人員の配置と教育が不足している｡

･相談支援の賢が低い､または質が担保されていない｡

□4 生活に関する領域について

･経済的負担を感じる患者 .家族が増えでいる.

下記の対策を実施する.

0がん相談全国コールセンターの設置 〔A-44〕

O｢がん患者必携｣の制作および配布 〔A-45〕
○がん経験者支援部の設置 〔A-50〕

口2 地域領域について

下記の対策を実施する

○地域統括相談支援センターの設置 〔A-48〕

□3 現場領域について

下記の対策を実施する

○相談支援センターと患者 ･支援団体による協働サポー ト〔A-49〕

Orがん診療医療機関必携 く仮)｣の作成 ･配布 【A-54〕
○がん診療連携拠点病院の機能評価を行う第三者的な組織 (ベンチマーキングセンタ

ー)の設置 〔C-5〕(再掲)

★別途､拠点病院制度の改革 (要件､質の管理､財源の確保)によって支援体制を強化

することが必要｡

□4 生活に関する領域について

下記の対策を実施する

･○外来長期化学療法を受ける患者-の医療費助成 〔A-46〕

○社会福祉協議会による療養費貸付期間の延長 〔A-51〕

○高額療養費にかかる限度額適用認定証の外来診療への拡大 〔A-52〕

○長期の化学療法に対する助成 〔A-53〕

○がん患者の就労 ･雇用支援 〔C-27〕

以上



第 18回 がん対策推進協議会意見提出用紙

委員名 :埴岡 健一 .■

<2.情報提供体制について>

課 題 対 応 案

患者 t家族への情報提供体制全般については､｢1.患者 ･家族への支援体制

について｣において記載したDここでは情報の収集､整備､公表などについて

補足するo

O標準的な治療 (ケア)に関するガイドライン等が整備されていない

○治療 (ケア)の機能や質に関する情報等が整備されていない

○治療 (ケア)の均てん化を促進する情報の普及体制が整備されていない

○標準的な治療 (ケア)に関するガイドライン等を整備する

下記の対策を実施する

･診療ガイドラインの普及啓発プロジェクト〔Å一36〕

暮副作用に対する支持療法のガイドライン策定 〔A-37〕

･診療ガイドラインの推進 〔8-16〕

･診療ガイドラインを策定する第三者的な組織の設置 〔C-25〕

○治療 (ケア)の機能や質に関する情報等を整備する

下記の対策を実施する

IDPCデータや酷床指標の開示 〔B-15〕

その他､地域がん登録､院内がん登録関係の一連施策も別途､必要0

○治療 (ケア)の均てん化を促進する情報の普及体制を整備する

下記の対策を実施する

･セカンドオピニオンの推進 〔B-17〕

･ベンチマーキング (指標比較)センターによる標準治療の推進 〔A-35〕

以上
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推奨施策の説明

出jLL･r平成23年度がん対熟こ向けた提案市｣(がん対搾推進陥議会)

*番号は挺案港の中の施策番号

<1.患者 ･家族への支援体制について>

□がん相談全国コールセンターの設置 〔八一4′1]

｢すべてのがん患者の悩みを幡減するJことを目標に､いつでも､どこからでも､だれ

でもがんの相談ができるように､悔外でも多く設置されている全国コールセンターを設置

することで､患者や家族の不安や悩み､療養上の相談に対応することを目的とする｡がん

に関する相談支援の訓練をうけた支援員を1カ所に配置し､20回線の電話を設置し､2′1時

間対応の全国コールセンターを設置するO

□ ｢がん愈者必携Jの維Il作および配布 〔八一15〕

国立がんセンターがん対諸情報センターが患者 .市民パネルの脇力を得て制作し､がん

患者が必要とする情報を網羅するがん患者必携を発行するとともに､がん診療連携拠点病

院などを通じて､すべてのがん患者 (初年度は当該年度に初発のがんと診断されたおよそ

60万人)にがん患者必携を配布するD一般に配布するのではなく､医療機関から一人一人

の患者に唆すことで､情報不足から ｢がん難民｣が生じるのを防ぐことを目的とするO

口外来長期化学療法を受ける患者-の医療費助成 〔∧-116〕

外来において､長期にわたり継続して高額の化学療法を受けている患者の経折的負担は

非常に大きく､治療薬の華与を断念したり､生活保硬を申請せざるを得ない状況となるケ

ースもある｡特定疾病患者の医療耕助成をモデルに､一定の要件を満たす患者の世帯を対

象に､健康保険の保険者から交付される認定証を窓口にて提示することで､医療機関窓口

での 1カ月あたりの負担額を､-定額以下とする｡

□全国統一がん患者満足度調査 〔∧147〕

がん患者の多くが､がん診療に関する疑問や不安､不満足を覚えており､その全体を把

握し､動向を継続してモニターすることは､がん医療の向上に欠かせない.がん診療連携

拠点病院など､がん診療を行う医療機関を通じて全国統一フォームによる調査票を､がん

と診断された患者や経過観察を受けている患者に渡し､患者は回答を集計センターに送る

ことで､センターにおいて結果が集計されるo

□地域統括相談支援センターの設置 〔八一48〕

がん診療連携拠点病院に設置されている相談支援センターの連携は十分でなく､その医
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療機関を受診する患者以外の､地域の.Eii者-の対応も十分ではない｡都道府県ごとに一定

の要件を満たす医療機関に地域統括相談支援センターを設置し､必要な経験を有する常軌

かつ専任の看護師や,ttSW(メディカ/レソーシャルワーカー)などを配置するとともに､医療､

介護､福祉､ケアマネージャー､行政関係者による連絡会を運営する｡

□相談支援センターと患者 ･支援団体による協働サポー ト〔八一49〕

都道府県がん診療連携拠点病院の相談支援センターが､あらかじめ登録された地域の患
～

者や家族､患者支援団体と共同で､患者や家族を対象とするピアサボート部業や患者サロ

ン､医療誹杭全などを運営 ･開催することを祁助するとともに､患者や家族をピアサポー

ト相談員として雇用した場合の助成や､相談員の資質向上を目的とした講習会､ピアサポ

ー ト事業を行う患者支援団体-の助成金交付を進める｡

ロがん経験者支援部の設置 〔八一50〕

患者の治療後における肉体的 ･柿神的 .経済的問題や晩期障害などの問題を研究 ･解消

することを目的とする､米国hTCIのOfriceofCElnCel･SurvivorsLlip (がん生存者窒)に該

当する部門を､競争的な占ンペを経て選定された機関に設置するとともに､患者 ･市民も

参加する事業運営評価パネルを併設することで､その組織の活動の質を高め､がん患者 (経

験者)や家族などの闘病支援を行う｡

□社会福祉協議会による療養於貸付期間の延長 〔八一51〕

外来において､長期にわたり継続して高街の化学療法 (抗がん剤治療)を受けている盛

者の経済的負担は非常に大きく､治療薬の投与を断念したり､生括昧誰を申請せざるを得

ない状況となるケースもあるoがん対策推進基本計画に基づく外来化学療法の進展と治療

費の高騰の中で､患者が必要な治療を安心して受けられるようにするため､社会福祉協議

会による療養於貸付期間の延長を行う｡

□高額療養資にかかる限度額適用認定証の外来診療-の拡大 〔∧-52〕

外来において､化学療法 (再発の予防を目的と推定される治療などを除く)を伴う治療

による医療静の支出について､外来患者においては入院患者のように限度額適用認定証が

交付されていないDよって､高額療養費制度の申請のある牡帯 (すでに障害者静定受けて

いる場合などを除く)を対象に､鮭庚保険の保険者から交付される限度額認定証を窓口に

て提示することで､医療機関窓口での1カ月あたりの負担額を､一定額以下とする｡

□長期の化学療法に対する助成 〔八一53〕

入院及び外来における化学療法による医療費の支出増による治療の中断を防止するため､

高額療養費制度の申請のある世帯を対象に､健康保険の保険者から交付される認定証を入

46



院患者のみならず外来患者に対しても窓口にて提示することで､医療機関窓口での 1カ月

あたりの負担街を､-定額以下とするとともにごさらに慢性闇不全などの特定疾柄を対象

とする助成 (原則､月間の自己負担 1万円)に準じた運用とするC

□ ｢がん診療医療機関必携 (仮)｣の作成 ･配布 〔八一54]

セカンドオピニオンや相談支援センターの活用促進や患者への周知については､医療機

関の運用に任されており､必ずしも均てん化されていないbそこで､患者対応の均てん化

を図るだ毎､｢がん診療医療機関必携 (仮)Jを作成し､がんを診療するすべての医療機関

に配布するための予算措置を吉推じる｡手引きは､医療提供者と患者関係者が作成し､医療

提供者と患者とが相互理解を深め､円滑な診療の一助となるよう､テーマごとに質の高い

患者対応のあり方や手法､患者の権利などについて記述される｡

□相談支援センターの充実 〔B-2り

がん診療連携拠点病院の相談支援センター-の専従相談員の配置に対する､がん診療連

携拠点病院加算_の点数を上げることや､国立がんセンターで研修を受けた看護師や専門看

破師 ･認定者誰師､MSW(メディカ/レソーシャルワーカー)等の相談員が相談支援センター

で受ける相談について､常勤の相談員数､配置体制又は相談実紡に応じて､段階的に診療

報酬にて新たに評価する考え方はどうか｡

□相談支援センターと患者団体の連携 〔L1-22〕

一定の質が担保された研修を修了した､患者 ･家族などのピアサポーターが､がん診療

連携拠点病院の相談支援センターにて､看護師や hlSWと連携して患者相談を行う場合や､

患者 .家族の交流の場を提供している医療機関､患者団体の運営や活動に対する技術的な

支援を行っている医療機関を､その実巌に応じて段階的に診療報酬にて新たに評価する考

え方を検討してはどうか｡

ロがん患者の就労 ･雇用支援 〔C-27〕

がん患者が治療に伴い､退職や転職を余儀なくされ､生活や就労環境に支障をきたす場

合が多いO患者が治療前の仕事を継続できるよう､がん患者の治療に配慮した就労体制や､

雇用を保証する支援 ･法制度が必要である｡がん対策寵本法の改正によるがん患者の就労

支援 ,雇用確保や､障害者雇用促進法に準じたがん患者の雇用促進対策など､必要な法令

の制定や改正を行う｡

□がん患者連携協議会 (仮称)の設置 〔C-28】

がん診療連携拠点病院やその相談支援センター､行政 (保健所､市町村)などの地域医療

資漁と､地域のがん患者団体の連携を強化することを目的に､都道府県ごとにがん患者連
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携協議会 (仮称)を設置する｡設置にあたっては､がん診療辿携協議会の設置に呈卵至る形

で､厚生労働省鮎康局長通知などによる設置を考慮するO

ロがん診療連携拠点病院の機能評価を行う第三者的な組織 (ベンチマーキングセンター)

の設置 【C-5〕

がん診療連携拠点病院を対象に､公的な第三者機関によるサイトビジット (施設訪問)

を伴う機能評価を行い､拠点病院の指定要件､症例数､治療成就を中心に､組織運営や地

域連携､医療の質および安全の耽保､療養喋境､相談支援および情報提供などに関して､

質の担保を確保することを目的とする第三者的な組織を設置し､安定的に運営するため､

がん対策基本法の改正を行う｡

<2.情報提供体制について>

□診療ガイドラインの普及啓発プロジェクト 〔A-36〕

がんの診療に関するガイドライン作成および実施評価プロセスを確立するため､各学会が

診療ガイ ドラインを作成する際に補助金形式で助成を行い､診療ガイドライン普及を目的

とした第三者的な組織を設立し､診療ガイ ドライン研修会を実施するとともに､診療ガイ

ドライン研修会に､参加しやすくするため､医療機関に対するインセンティブ (剛助金)

を交付する｡

□副作用に対する支持療法のガイドライン策定 〔A-37〕

治療を受け卑患者に対する支持疲法については､医療機関によって大きな差異が存在する｡

効果的な支持療法に関わるガイドラインの策定と公開は､患者のQOL(生活の質)向上には

不可欠であるO厚生労働科学研究熱こおける重点事業として､第三者的な組織による標準

的ながん治療に伴う副作用や支持痴渡の実態調査を行い､支持療法のガイドラインをWl:

定 ･公開するとともに､治療薬の開発などを進めるO

□診療ガイ ドラインの推進 〔B-16〕

がんに関わる診療ガイ ドラインの策定されているがんでは､学会等により策定されたガイ

ドラインに基づいて院内クリティカルパスを作成し､患者 ･家族-の説明を行い治療を行

っていることに対して､診療報酬にてさらなる評価をしてはどうか｡

ロベンチマーキング (指標比較)センターによる標準治療の推進 〔A-35〕

医療の内容と質に関して､その評価と公開は十分でなく､標準治療の推進に資するデータ

も明らかでない｡がん診療連携拠点病院において､がん治療のプロセス指標 ･アウトカム

指標を比較するベンチマーキングセンターを設置し､都道府県内のその他の拠点病院や自

48



主参加病院において､生存率､臨床指標､DPCデータなどを収集 ･共有し､そのレポート

を発行 ･公開することで､標準治療を推進する｡

□がん医療の質の'̀見える化"〔8-2〕

二次医療圏域における医療機関のがん治療のプロセス指標やアウトカム指標に関する情報

を収銀 ･分析し､がん医療の比較､評価及び住民-の公開を行う第三者的な組純としての

ベンチマーキングセンターを設置することについて､診療報酬にて新たに評価する考え方

を放り入れてはどうか｡

□診療ガイ ドラインを策定する第三者的な組織の設置 〔C･25〕

医療の質と安全性向上のために､英国NICE (NationallllStitut占fo1･llIealthandClinlCal

ExcellellCe)を参考にしつつ､学会や患者関係者などを含む各種関係団体と臨力して､ガイ

ドライシを策定する第三者的な組織を設置し､安定的に運営するため､医療法､高度専門

医療に関する研究等を行う独立行政法人に関する法律等の改正を行うD

□DPCデータや臨床指標の開示 〔B-15〕

個別診療行為の評価や病院全体の評価に資するためのDPCデータや､死亡率､寛解率等の

アウトカム指標に基づくデータを解析し､住民に対して公r'qしている医療機関に対して､

診療報酬にて新たに評価する考え方を取り入れてはどうかO

ロセカンドオピニオンの推進 〔B-17】

治療の質を担保するセカンドオピニオンの推進に資するために､セカンドオピニオンを紹

介した医療機関のみならず､セカンドオピニオンを受け入れた医療機関においても､診療

報酬にて新たに評価する考え方を放り入れてはどうか｡
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第 18回 がん対策推進協議会意見提出用紙

琴員名 :前川 育 ■ _

<1.患者 ･家族への支援体制について>
課 題 対 応 案

①がんと告げられたとき

･医師ががんと告げた直後の支援体制が､拠点病院間で差がある｡

医師が ｢がん｣と告げ､その病状説明の際､看護師が同席しない

こともある｡

･｢がん｣と告げられた直後､｢誰に .どこに ･何を｣相談していいの

か分からず､不安｡

･医師はセカンドオピニオンの方法があることを､患者に必ずしも伝

えているとは限らないD

･患者は治療開始後に不安な思いになっても､我慢する｡

②治療中の支援

･手術や抗がん剤について､説明不足｡

(わからないことを質問しない患者にも､責任がある)

③退院後の支援

･入院中は､医療者が傍にいて､ある意味安心｡

退院後､急変したり病状に変化があった場合にどうすればよいかを

知らない患者の存在がある｡

がん相談支援センターの充実と総括支援センターの設置

･相談支援センターの存在を､今以上に院内のスタッフと患者に

知らせる｡

･相談支援センターの院内における地位向上 (医師への発言力)

例-院長室直轄

望ましい流れ (まずは患者が､担当医師 ･看護師に相談)

(か相談患者

11

②相談支援センター

J (患者の意思を確認し)

③担当医師 ･看護師 ′

1

④相談支援センター

1

⑤相談患者

1(未解決の場合)

⑤他病院の相談支援センターや総括支援センターとの連携

②で解決の場合もあれば､⑤まで必要な事例も

･質の高いがん患者サロンの開設｡

･医師 .看護師の緩和ケア研修｡

･患者力をつける｡
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第 18回 がん対策推進協議会意見提出用紙

委員名 : 前Jll 青

く2.情報提供体制について>

課 題 対 応 一案

①医療者からの情報提供が少ないから､巷にがん関係の玉石混交の

本や､ネット上での情報が溢れる｡

②患者にとって､どこで情報を得ることが可能かわかりにくい｡

③患者必携 『がんになったら手にとるガイド』の活用法

･現在､各がん診療連携病院相談支援センターに見本が送られている

センターでは､その活用法に戸惑いを隠せない｡

見本は､病棟 .外来 ･医師に配布されているが､効果的に活用されて

いるのか疑問｡

･4月から書店で販売と聞いている｡

･そもそも､｢病院でがんと診断された患者に配布｣と聞いていたが､

予算の関係で書店販売に?

①②信桓できるがん関係の書籍を揃える｡

(例 ･愛知県がんセンタ一 ･かのこ文庫は､入院患者は､入院患

者識別バンドで､外来患者は診察券で借りることができる)′

院内に図書室があるのは､限られた地域の限られた病院である

｢がん診療拠点病院内｣に情幸艮センターと図書室設置を進めるo

③ 『がんになったら手にとるガイド』

･病院で配布が無理であれば､院内売店で購入できるようにし､

医師か看護師が必ず､そのことを伝える｡

･がん患者全員が､購入し役にたてるよう.何らかの方策を考えるD

･県の助成は不可能か?
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第 18回 がん対策推進協議会意見提出用紙

委員名 : 南 博信

<1.患者 ･家族への支援体制について>
課 題 対 応 案

① 治療 ･療養中の育児 ･介護支援 ～

家族内に子ども (乳児 ･幼児 ･学童)や要介短の高齢者がいる場合､患者自身

が治療や療養に専念できなかったリ､家族が､患者の世話と育児や高齢者の介

護の両方を行わないといけないので疲弊する｡核家族化で家族員が少なくt親

戚･地域のサポー トが少ないため､家族は多くの役割を強いられることとなる｡

② 40歳未満のがん患者の在宅療養支援

40歳未満のがん患者の場合､介護保険が利恵できないため､介護用品 (電動ベ

ッド等)をリースするのに費用を要したり､ヘルパーを利用できず､家族の身

体的負寺旦･経済的負担が増すo

③ 小児がん患者とその家族へのケア､遺族ケア-の対応の遅れ

小児を扱っている施設が少なく､小児へのケアや患児の両親や同胞へのケア､

グリーフケアの知識や技術が十分に確立しておらず､また､各施設に浸透して

いない｡

①

･保育所､介護施設 (特別養護老人ホーム ･老人保健施設など)への乳幼児 ･

高齢者の入所や一時預かりの柔軟な対応｡

･ボランティア等で運営する子ども一時預かり施設の設置Q

②

･40歳未満の人が低料金で利用できる介護用晶やヘルパーの整備

@

日 小児ケアを専門としている医師 ･緩和ケア医･CNS･チャイルドライフスペ

シャリストなどの専門家にコンサルテーションできるシステムづくりo

･小児緩和ケアの知識やスキルの確立

=ト児と両親をサポートするリソースの充実を図る｡

小児科病棟-の臨床心理士の配置

患児にも対応できるスクールカウンセラーの配置

･子どもを亡くした親と同胞へのグリーフケ7.の充実を図る

遺族外来の設置
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第18･回 がん対策推進協議会意見提出用紙

<1,患者 ･家族への支援体制について>

課 題 対 応 案

■がん診療連携拠点病院内の相談支援センタ7-について

･地域連携室と兼任で相談支援を実施している相談員が多く､がんの

相談のみに従事できていない｡また職種にばらつきがあり､生活面の

相談が受けられない相談支援センターもある｡

暮がん対策情報センターでの相談員研修が職種に関係なく実施されて

いるため､もう少し実施内容の検討が必要｡

･拠点病院内にあるということで､敷居が高く相談するのにためらい

がある患者や家族もいる｡

･患者会との連携ができていない相談支援センターもあるOまた対応

できる患者会が少ない都道府県もある｡

･全国にがん患者サロンの設置は急激に増えてきてはいるが､拠点病

院内にまだサロンがない場所もあり､患者の集える場が不足してい

る｡

･拠点病院内や院外への相談支援センターの周知が足りず､院内外の

患者への対応ができていない｡

･がん患者は24時間がんと過ごしているが､支援センターはほぼ平

日の日中のみめため､夜間や休日の相談窓口がない｡

･相談支援センターの評価方法がないこと､相談員研修後のフォロー

アップがないため､その後の質の担保がはっきりしない｡

･がん相談に携わる職種 (看護師､MSW､臨床心理士等)を指定要

件に明記し､地域連携室と兼任ではない､専従の相談員の人数を

増やす｡

･相談員研修カリキュラムの見直し､認定制度をつくる｡

･統括相談支援センター設置のための予算を全鎮補助へ｡院外の

相談施設や患者会との連携をはかる｡

･患者会との連携は必須条件とし､同時に患者会のピアサポー ト

への支援を実施する｡一

･指定要件の ｢がん患者及びその家族が心の悩みや体験等を語り

合うための場を設けることが望ましい｡｣を必須要件に変更｡

t相談支援センター案内の冊子もしくは同等の情報チラシを､入

院案内への差し込み､月に1回の受診の際に手渡しするようにす

る｡また院外の地域連携の協力医療機関への周知も徹底する｡

･夜間や休日に対応できるコ-ルセンターの設置｡

r相談支援センターの満足度調査を実施するo

･相談員研修を終えた後も引き続き学ぶための各都道府県単位で

の研修制度をつくる｡



■ピアサポートについて

Irがん総合相談に携わる者に対する研修プログラム策定事業｣で予

定はされているが､現在の患者団体が実施しているピアサポートは､

確立した研修制度がなく､質の担保が難しい.｡

･ボランティアで実施している患者団体も多く､人材不足や資金面の

苦労があり継続していくことが困難な状況もある｡

･｢がん総合相談に携わる者に対する研修プログラム策定事業｣に
は必ずピアサポートに携わってきた経験のあるサポーターが関わ

りプログラムを策定し､研修の早期実施を行い､質の担保を行うb



第 18回 がん対策推進協議会意見提出用紙

季島名 : 三好 綾

<2.情報提供体制について>

課 題 対 応 案

■正しい情報をがん患者さんに渡せていない

･インターネットや維誌等の医療情報が氾濫しており､患者や家族は

どの情報が正しいのか､正しくないのかの判断がつかない｡エビデン

スのない情報も多いため､医療の選択にも障害が起きている｡情報の

より分けが必要｡

･がん患者や家族に対応できる冊子などの種類は充実はしているが､
実際に患者の手元まで届いていないケースが多い｡拠点病院以外のが

ん患者にどうやって情報を届けるのかが抜け落ちている｡患者会にも

拠点病院と同棲の情報提供 (冊子無償提供)が必要｡

･がん患者の就労に関しての情報提供がされていないことが多く､働

ける患者が働けていない環境にある｡

･未承認薬や臨床試験の情報が医療者でストップ/し､患者まで届いて

いない｡

■医療者の対応

･セカンドオピニオン制度を使うのに､医療者に遠慮をして言いだせ

ない患者もいるし､医療者が医療情報の提供を拒むこともある｡また

医療者と患者のコミュニケーションがうまくいかず､転院する場合も

ある｡

･rがん情報サービス｣等の情報提供を正確に実施｡

･｢がん患者必携｣冊子本体や､ダウンロードできるという情報等

を､がん患者にきちんと行き届くように､拠点病院や相談支援セ

ンターでの周知を徹底する｡

t拠点病院内での冊子を置く場所をもっと分かりやすい場所にす

ること｡拠点病院以外の連携医療機関にも､情報提供を広げるこ

と｡患者会にも拠点病院と同等の対処を｡

･職業安定所や行政や民間団体との連携をはかり､就労支援を実

施する｡

･拠点病院や相談支援センターで未承認薬や臨床試験の情報提供

に対応する｡

･緩和ケア研修会だけではなく､コミュニケーションを学ぶ研修

会の実施｡大学医学部での ｢コミュニケーション｣カリキュラム

の必須化｡
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第18回 がん対策推進協議会意見提出用紙

委員名 =安岡 佑荊子 .-
<1.患者 ･家族への支援体制について>

課 題 対 応 案

がん患者･家族が ｢がん｣と診断され直面する問題は3つに大別され

る｡

1つは自身の治療上の決定における医療情報､各種治療の自身への影

響､すなわち効果､副作用など体への影響 ｢肉体的な問題｣

2つ目は ｢がん｣という診断に対する不安､治療の効果､副作用など

に対する不安､生活､将来への不安など ｢内面的な問題｣

3つ目は高騰化する医療費に関わる経済的な問題の他､医療制度に関

する問題すなわち ｢社会的な問題｣

いずれも重要な甲題であるが ｢がん対策基本法｣の理念である

｢科学的知見に基づく適切ながんに係る医療を受けることができる

ようにすることJrがん患者の置かれている状況に応じ､本人の意向
を十分尊重してがんの治療方法等が選択されるようがん医療を提供

する体制の整備がなされること｣を考慮しなければならないとあり

患者 ･家族にとって最も重要な問題がまだまだ解決されていない

この様な状況の申､実施されるべき治療にたどり着けないという｢が

ん難民｣を生み､がん患者及び家族の満足度が低いものとなっている

1.がん患者･家族に情報交換の場を提供する｡

2.がん患者･家族の在宅介護を支援するボランティアを養

成する｡

3.がん患者H家族の心のケアを支援する人材を養成する0

4.がん患者･家族のがん医療に関する支援相談員を養成

する｡

5がん患者やその家族に対しての経済的支援の充実



第 18回 がん対策推進協議会意見提出用紙

委員名 三安岡 嘩荊千 ･ L
く2.情報提供体制について>

課 題 対 応 案

｢がん情報センター｣が繭設されEl々 情報が追加･更新されているも

のの､これらの情報が広く､必要な患者 .家族に届けられてはいない

又一般書店での購入も困難であるなどその普及は十分とは言えない

患者･国民がアクセースできる相談窓ロも国家レベル､民間レベルにお

いても十分整備されているとは言い難い状況にある｡

急速なインターネットの普及により､がん患者､家族のアクセスが急

増し､がん医療情報の入手は容易になったものの､専門知識なく一般

的な検索ワー ドを検索エンジンを用い調べる場合､信頼性の評価はほ

ぼ不可能に近いといっても良い状況にある｡インターネットが出来な

い人達への情報が伝わる術がなく､新聞やテレビや本などによるしか

ない現状である

･地域では医療情報が不足している｡

･安心して納得ができる医療を受けられずにいるO

二納得できる治療法の選択が自らできずにいる｡

･地域で支援する体制ができてない｡

･医療情報の適切な提供を行う相談者､支援者がいない｡

･ 自分の病気の情報を得る為にセカンドオピニオンは必

要と思われる｡地方ではどの医師にセカンドオピニオン

が受けられるかなどの情報もなく､諦めてしまう事など

があり､地域別と科別に分けて専門医の紹介の情報な

どが必要

･患智必携を大学病院などで見かけました｡書店で購入

できるとのことですが.｢患者必携｣の事すら知らない患

者が多くいる事を踏まえての対応が必要

･個人によって､得たい情報が違っているため､個人に情

報を提供できるための相談支援センターが必要



がんの相談支援･情報提供
に関する基礎資料



(個別目標)がん医療に関する相談支援及び情報提供

【個別自標】

･原則として全国すべての2次医療圏に､相談支援センターを概ね1か所程度整備 (3年以内)
･相談支援センターに､がん対策情報センターによる研修を修了した相談員を配置 (5年以内)

･がんに関する情報を掲載したパンフレットの種類を増加させるとともに､当該パンフレットを

配布する医療機関等の数を増加させるとともに､すべてのがん憲章及びその家族が入手できる
ようにすること

･拠点病院における診療実績､専門的にがん診療を行う医師及び臨床試験の実施状況に関する情
報等を更に充実させる

2次医療圏に対する相談支援センターの整備率H193末)
785% (281病院/358医療機関)

研修を修了した相談員を設置しているセンター数 (H19.4現在)
0% (39/286施設)

がん情報センタ1-のパンフレットの種類 (H194)
4種類

公開している拠点病院の診療実績等の項El数 (H19.4)
44項目

同左 (H224)
108.8% (377病院/349医療圏)

同左 (H21.9現在)
100% (377/377施設)

同左 (H223)
46種類

同左 (H20.4)
130項目



がん相談支援センター



相談支援センターの認知.利用度
(平成21年度内閣府世論調査)
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北海道 東北 関東 北陸 東山 東海 近畿 中国 四国 九州

1利用はないが.言葉だけは知っている

■利用したことはないが,よく知っている

■利用したことがある

※ 東山:山梨県,長野県,岐阜県



(参考)セカンド暮オピニオンの認知度
(平成21年度内閣府世論調査)

北海道 東北 関東 北陸 東山 東海 近畿 中国 四国 九州

1言葉だけは知っている

■よく知っている

※ 東山.山梨県.長野県,岐阜県



都道府県がん対策推進事業の拡充(がん総合相談事業)

ピアサポーター等

様々な分野に関する
相談をワンストップ

ケアマネージャー等

医療だけでなく

･相談員(ピアサポーター
等)に対する研修プロ

グラムの策定･配布

独立行政法人
国立がん研究センター

･･相談員(看護師等)に封
】する研修d)実施

:･患者必携の配布
l_________________一..

:･患者必磨相談窓口
(コールセンター)の設
香

がん診療連携拠点病院

都道府県がん診療連携拠点病院
【相談支援センター】<51か所>

地域がん診療連携拠点病院
【相談支援センター】<324か所>

生苛､介護など､様々な
相談を1か所で受けられ
るようにL/て欲しい

点病院の医師に対す
不満1t現在の治療rt対す
る不安を聞いて欲しい

他県に転居することに

なったgため､転居先での
医療機関を紹介で欲しい

言われた｡
納得のいく医療情報 (未
承認薬や治験)がほしい

が可能な医師を紹介してほ

患者必携について聞きたい患

家

等



がん診療連携拠点病院の相談支援センター調査に関する

総括報告概要

厚生労働省委託事業

がん医療水準の均てん化を目的とした医療水準等調査事業

相談支援センター小委員会

2011年1月26日



総括報告概要

方策1 相談支援センターに課せられる役割と機能を明確にすること

方策2 各々の病院の特性を噂まえた段階的な発展および充実を図れるよう

l 各々の施設のめざす役割と機能を定め､それに見合った支援が国､

地方自治体等からなされること

方策3 相談支援センターの相談員が継続して学べる場を整備し､相談員に

ついても自己研鎖図るよう努力すること

方策4 相談支援センターの運営に必要な機能を充実させるためゐスタッフ

の充実を図ること

方策5 相談支援をバックアップするための環境を塵備すること

方策6 相散支援センターの活動評価を適切に行う､またそのために責任所

在を明確にすること

方策7 相談支援センターの認知度を上げるた桝こ､広報活動の充実を図る

こと

方策8 相談対応件数の把握だけでなく､相談発生状況の把握についてち行

い､より大きな単位 (国レベル)で､地域格差をなくす対応を考え

ること
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1 本諸創瞥報告概要の背景

国民や患者のがん医療に対する不満感やがん情報の不足感が高まる中､平成 18年2月

1日の ｢がん診療連携拠点病院の整備に関する指針｣に､｢がん対策推進アクションプラン

2005｣で出された ｢相談支援センター｣の構想が盛り込まれた｡その後､｢がん対策基本法｣

(2007)が制定され､｢がん対策基本法｣に基づき策定された ｢がん対策推進基本計画｣を

受け改正された ｢がん診療連携拠点病院の整備指針 (平成 20年 3月1日改訂)｣に基づき､

全国のがん診療連携拠点病院 (以下､拠点病院と略す)相談支援センターの整備が進めら

れている｡

｢がん診療連携拠点病院の整備指針｣の改訂に伴い､相談支援センターの人員の配置が､

専任者 1名から専従と専任それぞれ 1名ずつ配置-と強化が図られたが､相談支援センタ

ーが十分に機能していないことが指摘されている.相談支援センターは､がんに関する信

頼できる情報を安心して手にできる窓口として､全国のがんの情報整備の要として重要な

役割を担っており､今後益々の発展と充実が期待されている｡

2 本総括敵告概要の目′的

現状において､相談支援センターは､認知が進まず､十分に活用されていない状況にあ

る｡がんに関する信痛できる情報を安心して手にできる窓口となるために設置された相談

支援センターが､現在どのような状況にあるのか実態を把握するとともに､どのような機

能が必要であり､また現時点において不足しているのかを明らかにすることすることが必

要であるb本総括報告概要の目的は､相談支援センターの充実を図るために､がん対策基

本計画の次期改定およびがん診療連携拠点病院指定要件を改訂する際の材料として､また､

相談支援センターの関係者らが､現状を把握し､相談支援センターの機能充実に向けて解

駄策を探りやすくなるよう＼提案および情報提供を行うものである｡

検討に際しては､平成 19年度から3年間にわたり実施されている厚生労働省委託事業｢が

ん医療水準の均てん化を目的とした医療水準等調査事業｣により得られた調査結果をベー

スの資料として検討を行った｡

これらをもとに､相談支援センターの一層の整備を図るために､相談支援センターの現

状と今後のあり方を検討する材料を提示することとする｡

3 現状

【全体の概要】
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全体として3年間で拠点病院の相談支援センターの体制整備は大きく進展した｡しかし､

十分に機能しているかどうかとなると､3年間における相談記入シートの提出件数の著し

い伸びはみられず､特に院外の対応件数が伸び悩んでいるという現状がみてとれた｡3年

間の相談支援センタ-の体制に関する調査結果と相談記入シー ト提出状況から示された概

況をもとに､今後､相談支援センターの機能を高めるために必要な5つの観点 (相談対応

状況､外形指標一病床数 ･スタック数･業務､教育･研修､相談対応を取り巻く環境､広報活

動)から現状を示し､考察を行う｡

【相談支援センターにおける相談対応状況】

全国の相談支援センターにおける相談対応状況は､平成 19､20､21年度の調査で提出

された相談記入シート件数はそれぞれ､6,393件/過､7,669件/週､8,377件/週で､一施

設あたりの相談件数は､20.2､21.4､23.1件/週と僅かずつであるが年々増加していた｡

しかし一方で､週あたり10件未満の相談支援センター数は､各年度で161施設 (45.6%)､

167施設 (44.2%)､138施設 (36.9%)と推移し､全体に占める割合は減少してきてい

るものの約4割近くが1日2件未満の対応件数にとどまっていた｡また､50件以上/過

(10件以上/日)の施設は､27施設(7.6%)､32施設(7.5%)､33施設 (8.8%)とほぼ横

､ばいの状況であった｡

総相談記入シート件数に占める院内の利用者に対･して行われた相談内容の内訳は､全

体の約8割で､院外からの相談割合は､約2割 (平成19､20､21年度それぞれ､1250件

(19.4%)､1577件 (20.2%)､1498件 (17.8%))にとどまっていたO

･平成 21年度の院内 (6,534件)と院外 (1,476件)からの相談内容の内訳 (最も比重

の高いもの)をみると､院内からの相談で多くなっていたのは､医療費 ･生ラ音費 ･社会

保障制度 1061件 (16.2%)､転院805件 (12.3%)､在宅医療725件 (ll.1%)､院外からは､

受診方鋲 ･入院233件 (15.8%)､セカンドオピニオン174件 (ll.8%)となっており分布

に差がみられたO

都道府県別1週間の相談記入シート提出枚数と人口10万人あたりの相談比率は､全体

では平成 19､20､21年度と年々相談対応比率は増加していたが､都道府県別の差が見ら

れていたD

【相談支竣センターの置かれる拠点病院の病床数､がん患者数と相談支援センターのスタ

ッフ数､対応業務】

相談支援センターが置かれているがん診療連携拠点病院 (以下､拠点病院と略す)の

病床数 (平成 20年 1-12月)は 171-1,423床､年間新入院がん患者数は229-12,695

名､年間外来がん患者延べ数は407-362,560人となっていた (平成20年度調査)0

全国の相談支援センターの専従スタッフの人数は､H21年度調査では､複数人配置の施

設が平成20年度に比べて増えていたが､1人の施設が最も多く201施設 (53.7%)､2人

.が73施設 (19.5%)となっていた｡専従看護師は､1名配置が最も多く177施設 (47.3%)､

専従医療ソーシャルワーカーは0人 (176施設､47.1%)､1人 (130施設､34.8%)の順で
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あった｡専従事務スタッフは､0人 (278施設､74.3%)が最も多く､1名配置は61施設

(16.3%)のみであった｡また､拠点病院の種別で最も専従スタッフの人数分布が多くな

っていたのは､都道府県がん診療連携拠点病院では4人以上 (36.0%)であったのに対し

て､地域がん診療連携拠点病院では1人 (58.4%)となっていた｡病院種別では､がんセ

ンター/成人病センターが4人以上 (56.7%)､大学病院が1人 (44.2%)､一般総合病院

が1人 (60.3%)となっており､相談件数も異なっていた｡

相談支援センター内で対応している業務について､相談支援機能と連携調節機能の割

合をたずねたところ､｢1:9Jから ｢10･0｣まで幅があり､相談支援機能と連携調

節機能の割合で全施設にしめる割合が最も大きかったのは､｢5:5｣で118施設(31.6%)､

相談支援機能が5割未満となっていたのは52施設 (13.9%)､逆に6割以上となっていた

のは173施設 (46･3%)であったo相談支援機能のみと答えた施設はわずか9施設 (2.叫)

であった｡そのうち､発展経緯 (拠点病院指定で新規窓口として設置､または､既存部

門からの発展)について回答が得られた 363施設についてみてみると､既存部門から発

展して相談支援センターが置かれている場合には､その中で相談支援に充てられる業務

割合が相対的に少なくなっていたO

【相談支援センターの教育･研修の現状】

平成21年度調査結果では､国立がん研究センターが提供しそいる相談員研修会の修了

者の配置は､指定要件にもなっていることもあり､基礎研修(1)(2)(3)ともにほぼ 100%

に近い結果となっていた｡

相談支援センターの研修 ･教育体制で､｢相談対応について自施設でマニュアルとして

まとめている｣は約5割､｢相談対応マニュアルは､定期的に見直しを実施している｣は

約4割､｢相談事例に対する対応内容について定期的に検討会を実施している｣について

毎週1回以上実施しているのは3割弱､｢相談事例の傾向の分析から問題の抽出を行って

いる｣についてある程度以上実施しているは6割弱､｢院内の関係部署のスタッフと定期

的なカンファレンスを実施している｣について週 1回以上実施しているのは4割弱､｢相

談業務に関連した学会･研究会等における活動をしている｣について参加および発表で7

割強など､まだ十分に取り組みがなされているとは言えない状況にある｡また､相談対

応の向上に向けた相談支援センターや院内での取り組みは､相談記入シートの数とも有

意な関連がみられ､それぞれの活動をしている場合に､平成 19､20､21年度の相談記入

シートの提出件数は多くなっていた｡

【相談支援センターの相談対応を取り巻く環境】

相談支援センターの環境については､相談支援センタースタッフ用の端末が､相談員

全員にある施設は､平成21年度で､平成20年度よりも増加がみられるものの全体で56.4%

にとどまり､拠点病院の種類別にみると､都道府県がん診療連携拠点病院では 75.5%に

配置が行われていたが､地域がん診療連携拠点病院では専用端末の相談員全員-の配置

率は47.4%と半分程度で､差がみられた｡またスタッフの端末保有状況は､平成19､20､
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21年度の医療水準調査の相談記入シー ト提出件数と相関がみられ､スタッフの保有状況

がよいほど､相談記入シート提出件数が多くなっていたO

専用の直通回線設置 (1､回線以上設置)は全拠点病院の 2/3にとどまっており､残り

1/3は施設の電話交換を通してアクセスする形となっていた｡特に､がんセンター/成人

病センター､大学病院と比較し､一般総合病院では直通回線設置率は､約 5割にとどま

っていた｡専用回線の設置状況は､平成 19､20､21年度の相談記入シート提出件数およ

び年次毎に算出した 20件以上/週の増加とも関連がみられ､専用回線の設置は､相談件

数の増加とも関連し七いることが示された｡

′がんに関する参考冊子の配布では､平成 21年度の結果では､ほとんど100%近くの

施設で参考冊子の配布を実施しており､さらに2/3の施設が30種類以上の冊子を常備し

ていたOまた､がんに関する参考図書の設置でも､80%強の施設ががんに関する参考図

書を設置しており､そのうちほぼ半分の施設が50種以上の図書を設置していた｡しかし､

利用状況の把握ができている施設は 7割であり､冊子の利用状況 ･在庫管理は十分とは

いえない状況にあった｡このような紙媒体の情報ツールの供給 ･管理体制は､平成 19､

20､21年度の相談記入シ｢ト提出件数および年次毎に算出した 20件以上/週の増加とも

関連がみられ､さらに､参考図書の設置および参考冊子の配布については､院外からの

相談割合とも関連が見られたoつまり紙媒体の情報ツールの供給･管理体制があること､

とくに供給があることは､相談件数の増加と関連していた｡

相談支援センターの院内の支援体制については､相談支援センター-の院内各部署か

らの支援は年々充実してきており､支援が ｢ある程度されている｣という回答は､8-91

割という結果であった｡また特に､病院長､腫蕩センター長､各診療科医師からの支援

がある場合には､相談記入シートの提出件数の年次増加(Zo件/週以上)がみられていた｡

【相談支援センターの広報活動】

医療水準調査によって把握されている広報活動は､平成 19年度から21年度にかけて､

全国の対応状況は増加しており､病院内の案内については､全国で80-90%は対応してい

るという状況になっていたOしかし､｢自治体の広報誌等での広報の実施｣および ｢地方

紙等の取材を通じて実施｣については､平成21年度現在､約3割の水準にとどまってい

た｡拠点病院別では､それぞれ都道府県がん診療連携拠点病院は37.3%､56.9%に対して､

地域がん診療連携拠点病院は25.2%､29.8臥 病院種別では､それぞれがんセンター/成人

病センター35.5%､64.5%､大学病院26.0臥 31.2%､その他の一般総合病院25.9%､3l.1%

というように､病院外に発信する広報活動の差が存在していた｡また､｢ホームページに

相談支援センターについて記載がある｣ことや ｢ホームページに 『電話でもがんの相談

が受けられること明記され､電話番号 ･受付時間等が記載されている』｣ことノは､相談記

入シー トの提出件数の多さと関連がみられていた｡さらに､｢病院受診者が必ず立ち寄る

仕埠みとしている｣ところは､相談記入シー トの年次増加と関連がみられた｡しかし､

平成21年度において ｢病院受診者が必ず立ち寄る仕組みとしている｣ところは､わずか
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25病院 (6.7%)にとどまっていた｡

4 問題底

(か相談支援センターに課せられている役割と礎能が十分に認鼓されていないために､整備

が進んでいない

相談支援センターは､その病院を利用する患者や家族のがんに関する情報提供や相談

窓口としてのみではなく､その地域の住民に対してもがんの情報提供や相談窓口になる

ことを期待されて､平成 18年のがん診療連携拠点病院の整備指針に盛り込まれたOこう

した背景を考慮すると､がん対策として拠点病院に新たに位置付けられた相談支援セン

ターの整備として進められるべきは､どの病院にも必要な連携調整機能ではなく､病院

内外からのがん情報提供や相談の窓口となる相談支援機能であるO総相談件数の約8割

が院内からの相談で､相談内容の内訳をみると転院や在宅医療が多くなっていたことか

らも､多くの相談は退院支援などの連携調整機能に該当するものであると考えられるO

また相談支援業務のみに専念する施設はわずかであり､ほとんどの相談支援センターで

複数の業務をこなしている状況が示された｡相談支援センターに課されている役割と機

能を再度認識し直し､それに沿って整備が進められる必要があるO

また拠点病院の相談支援業務が補助金として提供されるのに対して､連携調整機能の

中には､退院支援加算などの診療報酬がつくものが含まれることで､同じ部署内で両方

の業務を行っている場合には､病院経営として､相談支援機能にはインセテイブが働き

にくいという状況が生まれる可能性も高いD相談支援センターが適切に評価され､拠点

病院として本来の相談支援機能が果たしやすくなるような仕組みが求められている｡

② 拠点病院の規模やがん患者の比率など地域における特性が異なり.全国一律の相談支援

センターの発展には限界がある

全国の拠点病院は､その病院が独自に持っている役割 (大学病院､がん専門病院､一

般総合病院など)や各地域での役割をもつ ｡また拠点病院の病床数 (約8倍の差)やが

ん患者の入院 (約 55倍の差)･外来患者数 (約 900倍の差)が大きく異なり､拠点病院

種別や病院種別において相談支援センターの専従の人数､相談件数ともに有意な差が見

られていたO全国一律に同じような規模と体制で､相談支援センターの運営を実施する

のではなく､がん専門病院､大学病院､一般総合病院の特徴と地域の中での役割により､

その病院ならではの強みを生かした取り組みをすることが必要である｡

相談支援センターでは､まず院内のがん患者や家族のための滞報提供や相談窓口とな

ることが必要不可欠である｡院外からの相談 (地域からの相談)をどこまでの範囲で受

けることが可能なのかといった情報提供や相談対応の範囲､より専門的ながんの相談対

応や支援をどこまでの深さで対応するかなどは､その拠点病院としてどこまでの範囲を

担うか､それぞれの拠点病院の規模や役割､･また現存のマンパワー等についても考慮し
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つつ､拠点病院自らが､全国あるいは地域の中で目指す役割と機能を設定し､段階的に

発展させていくことが望ましい｡

またそれぞれの拠点病院の相談支援センターが目指すべき役割と機能､対応可能件数

に応じた適切かつ十分な補助が行われることが必要である｡

③ 相談鼻は配置されているが､相談対応の質については把握されておらず､全国で同じよ

うに一定以上の茸で相談対応が行われているか不明である (利用者が安心して利用できる

相談窓口になっていない)

研修修了者の配置は､ほぼすべての拠点病院で対応できている状況であったが､相談

員の研修受講状況の把握のみで､全国の相談支援センターで均質な対応が提供されてい

るか､相談対応の質の把握はなされていない｡｢相談対応について自施設でマニュアルと

してまとめている｣｢相談対応マニュアルは､定期的に見直しを実施している｣｢相談事

例に対する対応内容について定期的に検討会を実施している｣｢相談事例の傾向の分析か

ら問題の抽出を行っている｣｢院内の関係部署のスタッフと定期的なカンファレンスを実

施している｣｢相談業務に関連した学会 ･研究会等における活動をしている｣など､相談

対応の向上に向けた相談支援センターや院内での取り組みは､相談記入シー トの数とも

有意な関連がみられ､それぞれの活動をしている場合に､相談件数は多くなっていた｡

全国の相談支援センターのどこを利用しても､同じように相談対応ができる全国で一

定水準以上の相談対応の質が担保される必要がある｡相談支援センター内や院内での相

談対応の質向上に向けた取り組みを行いやすい環境を作っていくとともに､継続教育の

機会の提供や全国の相談員間で情報交換や意見交換をできる機会を作っていく必要があ

る｡

また､相談対応の質を担保していくた吟には､測定や判断のための指標開発も必要で

ある｡

④ 専従スタッフの数が少なく､相鉄支援センターに必要な幅広い業務をこなす必要性から､

相談対応に十分に時間を割けていない可能性がある

相談支援センターに求められる機能には､個別のがんの相談対応以外にも､情報収集､_

院内外との連携 ･マネジメント､広報機能等があり､相談対応の質を向上させ､対応数

を増やすためにはこれらの機能の充実も必要である｡また相談対応についても､個別の

相談対応以外にも､場合によっては､患者会の立ち上げ支援等､組織や地域に対する相

談機能も担う必要があるO

しかし､専従スタッフ数は､多くが 1人の配置であり､相談員以外の専従事務スタッ

フの配置はないところが7割以上となっていた｡専従スタッフの数は､H19､20､21年度

の相談記入シー ト提出件数の多さと関連がみられていたが､専任､兼任のスタッフの数

は､関連がみられなかったO相談支援の業務に専念できる環境であるかどうかが､相談

支援センターの利用件数を高めるためには重要であると考えられる｡また相談対応以外

の機能の相談支援センターの充実のためには､どのようなスタッフを配置するかについ

-7-



ても配慮することが管理者に求められている｡

スタッフが十分でない状況下においては､たとえば､広報した場合に対応しきれない

という不安により､広報活動を藤曙することも起こる｡その拠点病院 (相談支援センタ

ー)がどの程度の相談対応範囲や深さの役割や機能を担うのか､まず明確にするととも

に､病院としてのバックアップ体制を充実させることも､広報活動とともに進める必要

がある｡

(9相談支援を支える環境整備が不十分であるために､相談対応支援に支確を来している可

能性がある

相談員が利用する情報の管理と相談対応における質の確保のために､情報を収集 ･集

積 ･整理し情報提供を行う基本機能を果たすためツールは必要不可欠である｡端末は､

情報のデータベース化､情報更新の容易性､情報の共有､電話相談を受けながら容易に

必要な情報を検索できるなどの利点がある｡_しかし全体で端末が相談員全員にある施設

は､6割弱にとどまっていた｡端末を複数スタッフで共有することは､情報提供の即時性

を障害したり､業務の効率化を妨げる可能性もあるため､スタッフに個別の端末環境が

整備されることが望ましい｡

専用の直通回線設置は､全拠点病院の 2/3にとどまっていた｡病院種別の専用回線の

設置状況の違いについては､施設全体の中でのがん患者の占める比率の違い､直通回線

をひく費用の捻出などの背景要因が考えられる｡しかし､拠点病院の指定を受けている

こと､拠点病院に求められている役割､相談支援センターは院内外に開かれた情報の収

集･情報の提供が行われる部門という特性を考えると､専用の直通回線配置が望ましい｡

紙媒体の情報ツールの供給 ･管理体制があること､とくに供給があることは､相談件

数の増加につながっていた｡冊子などの紙媒体資料は､保管場所の確保､(制度等の)情(

報更新時の対応､印刷費用､冊子の利用状況 ･在庫管理､書籍の紛失防止等の管理体制

の整備が必要であるo高齢者は､パソコンやインターネットを使えない人が多いことか

ら､紙媒体による情報ツールは､利用する患者 ･家族にとっては有用なツールの一つと

考えられ､雑媒体の情報ツールの供給が十分に行われるよう､また､管理体制を整備す

る必要がある｡､

⑥-院内スタッフからの支援が十分に行われていないために､相談支援センターの棟能が十

分に果たせていない

相談支援センターの機能を充実するためには､相談支援センター-の院内各部署から

の支援は欠かせないO特に､病院長､腫疲センター長､各診療科医師からの支援は､相

談件数の増加に寄与していたことからも､支援状況は年々充実してきているが､さらな

る充実が必要である.相談支援センターの活動に対して適切な評価が行われることは､

相談員のモチベ-ショ､ンの向上や相談支援体制をより充実させることにつ考がる｡適初

な活動評価は､継続的に活動改善を行っていくために必要なものであり､その責任所在

を明確にすることも必要である｡がん対策推進基本計画 中間報告書 (平成22年6月15
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日)において､｢相談支援センターを院長直属的な組織と位置付けることが提案されてい

る｣と示されたことは､相談支援センターの体制強化の上でも評価すべきことである｡

今後は､さらに進めて､相談支援業務の量 ･質の向上をはかるためにも ｢年間相談件数

が○○件以上あることが望ましい｣や ｢がん相談支援における質の評価や向上を目的と

した患者満足度調査の施行及び公表が望ましい｣を施設標靴 し､責任所在を病院管理

者と明記するべきであろう｡

⑦ 相艶支援センターの認知が進きず､十分に活用されていない

相談支援センターの存在が知られなければ､必要な人に利用されない｡平成 21年度に

行われた世論調査による相談支援センターの認知状況は､相談支援センターを ｢利用し

たことある (2.1%)｣､｢利用したことないがよく知っている (5.2%)｣｢利用したことはな

いが名前だけは知っている (22.6%)｣であり､H19年度に同様に行われた結果からほとん

ど改善はみられず､十分に認知が進んでいない状況がうかがえる｡

現在主に行われている広報活動は､病院を利用する一部の患者や家族のみに対する広

報に限局しており､そのため認知度が低水準にとどまっていると考えられる｡施設を利

用するものだけが知りうる広報活動ではなく､広域に影響のある方法での広報が必要で

ある｡

例えば､がんの予防や検診などの推進事業など他の事業と抱き合わせで広報を実施す

る､地方紙や自治体の広報誌等の積極的な利用やメディア等での広報を行うなど､相談

支援センターとして行う広報活動の他にも､拠点病院で行うもの､さらに県レベル､全

国レベルでさまざまな発信漁とチャネルを使って相談支援センターの周知を行うことが

必要である｡

⑧ 相談対応件数の細道府県間差が生じているが､相敵発生時点での地域間差が生じている

かは不明であり､相敵発生状況の把握を行っていく必要がある

都道府県別の相談対応件数の開きがみられているが､注意しなくてはならないのは､

相談対応受付場所による相談件数の把握であることである｡

相談支援センターでの相談は､全国どこでもアクセス可能であるため､相談者の居住

地による相談発生場所からみた相談発生状況を把握することが必要である｡また全国に

おける相談対応の均てん化の状況の把握には､より大きな単位 (全国)での相談件数の

推移や相談 (疑問や不安など)の発生状況と対応状況をセットで把握し､それに応じて

国レベルでの対策を講じていく必要がある0

5 取り組むべきことについて

方策1 相故支援センターに課せられる役割と機能を明確にすること

がん対策として拠点病院に新たに位置付けられた相談支援センターの整備として進め

られるべきは､病院内外からのがん情報提供や相談の窓口となる相談支援機能である｡
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しかし現状では､相談支援業務以外の複数の業務をこなしている状況があり､院外から

の相談は 2割にとどまっていた｡相談支援センターに課されている役割と機能を再度認

識し直し､それに沿って整備が進められる必要がある｡またその際に､相談支援センタ

ーが適切に評価され､拠点病院として本来の相談支援機能が果たしやすくなるような仕

組みを整備する必要がある｡

方策2 各々の病院の特性を踏まえた段階的な発展および充実を図れるよう各々の施設の

めざす役割と機能を定め､それに見合った支援が国､地方自治体等からなされること

全国の拠点病院は､その病院の規模やがんの専門性の度合いは大きく異なり､全国一

律の相談支援センターの整備は難しいOがん専門病院､大学病院､一般総合病院の特徴

とともに地域の中での役割により､その病院ならではの強みを生かした取り組みをする

ことが必要であるo

まず院内のがん患者や家族のための情報提供や相談窓口を充実させた上で､情報提供

や相談対応の対応範囲や支援の深さなど､拠点病院自らが､全国あるいは地域の中で目

指す役割と機能を設定し､投階的に発展させていくことが望ましい｡またそれに応じた

適切かつ十分な補助が行わ37Jることが必要である.

方策3 相談支援センターの相談且が継続して学べる坊を整備し､相談員についても自己

研統周るよう努力すること

相談員の研修受講状況の把握のみで､現在全国の相談支援センターで均質な対応が提

供されているか質的な側面に関しては把握されていない｡

相談支援センター内や院内での相談対応の質向上に向けた取り組みを行いやすい環境

を作っていくとともに､継続教育の機会の提供や全国の相談員間で情報交換や意見交換

をできる機会を作っていく必要があるoまた､相談対応の質を担保していくためには､

測定や判断のための指標開発も必要である｡

方策4 相談支援センターの運営に必要な機能を充実させるためのスタッフの充実を図る

こと

相談支援センターでは､個別のがんの相談対応以外にも､情報収集､院内外との連携 ･

マネジメント､広報機能等を充実させる必要があるが､現実には､専従スタッフ数の配

置が少なく､相談対応にも支障を来している｡相談支援の業務に専念できる専従スタッ

フの充実と､対応範囲に応じた適切な相談対応以外のスタッフ (事務員､データ処理､

広報担当者等)の配置が必要である｡

方策5 相敬支援をバックアップするための環境を養備すること

相談員が利用する情報の管理と相談対応における質の確保のために､情報を収集 ･集

積 .整理し情報提供を行う基本機能を果たすためツールは必要不可欠であるが､現状で

は不十分な状況にある｡各相談員専用の端末､専用の直通回線設置､紙媒体の情報ツー

ルの供給 ･管理体制等の相談支援を支える環境整備を行っていく必要がある｡

方策6 相放支援センターの活動評価を適切に行う､またそのために責任所在を明確にす
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ること

院内スタッフ､特に､病院長､鷹疲センター長､各診療科医師からの支援は､相談件

数の増加に寄与していたことからも､院内スタッフからの支援のさらなる充実が必要で

あ̀る｡また継続的に活動改善を行っていくために相談支援センターの適切な活動評価を

行うことが必要である｡そのためには､相談支援業務の量 ･質の向上をはかるために ｢年

間相談件数が○○件以上あることが望ましい｣や ｢がん相談支援における質の評価や向

上を目的とした患者満足度調査の施行及び公表が望ましい｣を施設標準化′し､責任所在

を病院管理者と明記することが望ましい｡

方策7 相談支援センターの認知度を上げるために､広報活動の充実を図ること

相談支援センターの認知度は低く､現在主に行われている広報活動は､病院を利用す

る一部の患者や家族のみに対する広報に限局していた｡今後は､相談支援センターとし

て行う広報活動の他にも､拠点病院で行うもの､さらに県レベル､全国レベルでさまざ

まな発信源とチャネルを使って相談支援センターの周知を行うことが必要である.

方策8 相鼓対応件数の把握だけでなく､相談発生状況の把握についても行い,より大き

な単位 (国レベル)で.地域格差をなくす対応を考えること

個別の施設や県別の相談対応状況 (件数)だけでなく､相談支援センターでの相談は､

全国どこでもアクセス可能であるため､拠点病院や都道府県単位のみでは､相談支援の

体制整備状況の把握には限界がある｡相談者の居住地による相談発生場所からみた相談

発生状況と対応状況をセットで把握し､それに応じて国レベルでの対策を講じていく必

要がある｡
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浅野参考人提出資料

rがん碍談センタ-∈ラちJ
について

平成23年3月4日

高知県 健康政策部 健康対策課

｢がん相談センターこうら｣設置までの経緯

BL 高知県がん対策推進条例 (平成19年3月)の制定に向けた準備段階
=⇒公平で誰もが相談しやすい､拠点病院と連携した相談窓口整備を求
める患者会の ｢声｣
⇒相談窓口警備を条例に明記
〇第7条 (がん患者等への支援)
相談悪口の整備等による相談支援の推進

』 ｢がん相靴 ンクーこうち｣(開設日19.10)

止 その後､平成20年3月 高知県がん対策推進計画を策定
03つの基本方針
1)がんの予防と早期発見 ･早期治療の推進
2)高度ながん医療と切れ目のない医療の実現
3)患者にとってよりよいがん対策の推進

02つの全体目標

1)10年以内に75歳事満のがん年齢調整死亡率を20%減少
2)がん患者､その家族及び遺族の満足度の向上
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｢がん相談センターこうら｣の概要

亘〟'由 血 由 岳

事業内容 1)がん患者や家族等の悩みへの対応2)県内医療機関やセカンドオピニオンに関する情報提供
3)がん患者等の交流の場(サロン)の運営 等

実施主体と運営方法 r実施主体である県が､NPO法人高知がん患者会-喜会に委託

相談 員 常時1名以上配置

開設日時 9:00-17:00(日曜､国民の祝日､年末年始を除く)

場 所 こうち男女共同参画センタ-｢ソーレ｣3階

相談件数

H20 H21 H22(12月まで)

年間 月平均 年間 月平均 年間 月平均

がん相談センターこうち 面接 431 36 226 19 275 31市FB■ 264 22 535 45 379 42

A口千 695i 58 761 63 654 73
I l 】

拠点病院A 合計 1,101 92 1,049 87 777 86

拠点病院B 合計 633 53 2,161 180 851 95
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相談内容
(平成22年4月～12月)

項 目 総 数
本 人 妻家族 その他

相 言炎件 数 654 391 168 95

内訳 治療 291 192妻 88 ll

不 安 88 67毒 18 3

医療情 幸枝 71 33 ll 27

転院 45 32! 13 0
セカンドオピニオン 39 23 16 0
検査 25 18i 6 1

生き方 21 14i 4 3

緩手口ケア ll 3- 8 0

治療後 の生活 7 4 2 1

術後後 遺症 2 2 0 0

その他 54 3毒 2 49

患者会が相談業務を行うメリット
･草書目線で対応できることから､経験に基づくきめ細か
な助言ができる｡
･些細な疑問も気軽に相談できる｡ (敷居が高くなし▲＼)
･出張相談や､医療機関でのサロンへの参加など､相談セ
ンター以外でも患者さんの声を聞き助言ができる｡
･患者さん等の支援が長期にわたることから､信頼関係が
構築できる とともに､患者さん等の状態や生活環境を把
握しながら､先を見越したきめ細かな支援ができる｡
･患者さん等への率直な助言ができる｡ (患者さん等への
教育)

拠点病院以外に相談窓口を設置するメリット

･拠点病院では相談しにくい医師への不満や治療に対する疑
問の相談に対応できる｡
-複数の医療機関の患者の相談に乗ることで､多くの関係機
関の現状把握ができる｡
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23年度の新たな取組 (予定)

●医療機関や本人の要請に応じた心のケア支援相談員の派遣業務

･.H21- がん患者 ･家族の心のケアを支援する人材を養成開始
※がん患者会や医療従事者が中心となって ｢がん患者支援プロジェクト｣を発足
し､日本医療政策機構の財政支援を受け研修会を開催

･H22- 研修修了者17名が心のケア支援相談員として独自にサロンや病院､
自宅で患者さんの心のケアにあたる

･H23- 心のケア支援相談員の派遣を ｢がん相談センターこうち｣の業務
として実施

今後の課題
○相談内容の拠点病院をはじめとす季関係機関へのフィード
バック
○人材育成､相談機能の一層の充実
○ボランティアとの連携
○情報収集､情報提供機能の強化
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加藤参考人提出資料

2011年 3月4日

国立がん研究センターで実施 している 『がん相談対話外来』を

利用 した患者の利用後の状況について

国立がん研究センター理事長 嘉山孝正

企画戦略室 加藤雅志

はじめに

国立がん研究センターでは､がん難民を解消するための取り組みの一環として､｢がん相

談対話外来｣を平成 22年 7月 12日から開設した｡本外来は､がん患者の方々の目線にて､

そのおかれている状況の中で受けることができる最良の医療について､患者や家族の方々と

対話をしながら考えていくことを目的としたものである｡その内容や実施体制については､

これまでのがん対策推進臨議会においても報告してきたとおりである (第 14回､第 15回が

ん対策推進協議会)｡

今回は､｢がん相談対話外来｣を利用した患者の方々が､利用後にどのような状況にある

かご紹介したいO

※ ｢がん相談対話外来｣とは

医師と看護師が､国立がん研究センター以外の医療機関を受診している患者を対象に､

患者や家族と30分程度の時間をかけて相談 ･対話を行いながら､診断や今後の治療に

ついての説明をしていく外来である｡医師からの説明の後､医師に開けなかった悩みや

分かりにくい説明が無かったか､続いて看護師だけとの面接を通じて確認し､再び医師

も同席して､患者の悩みや相談に応えられるよう説明を行うものである｡必要に応じて､

がん専門相談員が同席したり､精神臆病医に紹介を行う体制が整備されている｡

このような体制により､患者や家族の方々が､医師､看護師､がん専門相談員､精神

腫癌医とも相談を行いながら､がんの診断や治療について十分に話し合い､がん患者や

家族の方々が納得した選択ができるよう支援している｡

｢がん相談対話外来｣の利用状況

本外来を開始した平成22年 7月 12日から平成22年 12月28日までの利用者数は757人

であり､毎月 118-138人の利用があった (別紙 1)｡また､本外来を利用した患者 ･家族の

方々の利用後のアンケー トの結果､利用者の感想として､ほぼ全ての方が ｢目的を果たすこ

とができた｣と考えていた.全ての方が ｢医師の説明が理解できた｣と回答しており､逆運
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全ての方が満足していた(別紙2)a

図1. 利用者の感想 (%) 7/12-12/28

目的達成度

患者 ･家族の理解度

患者 ･家族の満足度

0% 25% 50% 75% 100%

｢がん相談対話外来l利用後の国立がん研究センター-の再受診の状況

本外来の利用者 757人のうち､国立がん研究センターでの診断や治療の実施を目的に､重

度､卿

国立がん研究センターに再受診 した 133人のうち､｢がん相談対話外来｣弄り用時に､主治

医に戻らず､継続的に国立がん研究センターで診断 ･治療をしていくことが決まった者は

88人 (ll.6%)であった｡一方､45人 (5.9%)は主治医に戻った後､時間を空けてから国

立がん研究センターを受診した者であった｡つまり､ ｢がん相談対話外来｣を利用した後､

669人 (88.4%)は少なくとも一度は主治医に戻っていた(別紙3)a

ノ図2.対帝外来利用後 の再診 の有無 (%)

対話外来時に受

診予約し再受診
12%
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国立がん研究センタ一再受診した患者の再受診の理由

国立がん研究センターに再受診した133人のうち､ ｢前医ではできない診断 ･治療 (治験

を含む)｣を理由に再受診した者は23人 (17.3%)であった｡うち､診断6人 (4.5% ､治

療 15人 (ll.3%)､治験 2人 (工.5%)であった｡｢がん相談対話外来｣を利用した全 757

人からみると3.0%であった｡具体的には､機能を温存する外科療法や､前施設では専門家

がいないため実施できない化学療法などであった｡

一方､ ｢前医でもできることであるが､患者の希望での診断 ･治療 ･経過観察｣を理由に

再受診した者もま109人 (82.0%)であった｡うち､診断 11人 (8.3%)､治療94人(70.7% ､

経過観察4人 (3.0%)であった｡その理由として､ ｢前医で治療を受けたくない｣といっ

たことを挙げる者もあり､医療者と患者とのコミュニケーション不足が伺える例もあった

(別紙4)｡

図3.再受診した理由 (%)
患者が､がん研究セン

ターでの経過観察を希
望したため

3%

患者が､がん研究セン
ターでの診断･治療等を
希望したため 82%

前医ではできない診断
治療等のため 17%

国立がん研究センターでの治療を希望した患者が受けた治療内容

｢がん相談対話外来｣を利用後に､国立がん研究センターでの治療を希望して再診した患

者 109人のうち､手術を受けた者44人 (40.4%)､化学療法を受けた者29人 (26.6%)､放

射線療法を受けた者 15人(13.8%)､治験に参加した者4人(3.7%)であった(複数回答可).
一方､精査の結果､治療の適応が無いなどを理由に､最終的に当センターで治療を受けなか

った者が30.3%あった(別紙4)｡
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図4.治療を希望した再受診者の当センターでの治療内容 :複数回答可
(回答割合%)

手術

化学療法

放射線療法

治験

治療なし

0 10 20 30 ′10 50

国立がん研究センタ一再受診した患者の転帰

平成 22年 7月 12日から平成22年 12月28日までの間に｢がん相談対話外来｣を利用し､

その後､国立がん研究センターに再受診した 133人の転帰 (平成 23年 3月 1日現在)につ

いて､当センターでの継続受診している者 87人(65.4%)､最終的に前医に戻った者 29人

(21.8%)､前医以外の医療機関-移った者 13人(9.8%)であった(別麟4)｡

図5.再受診した患者の転帰 (%) (2011.3.1現在)

塞_と旦

･｢がん相談対話外来｣利用後､88.4%の者が主治医に戻ったが､最終的には17.6%の者が､
再度､国立がん研究センターを受診した｡
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前医でできない診断や治療を当センターで受けることを目的として再診した者は､｢がん

相談対話外来｣を利用した全体からみると3.0%であった(再受診した者のうち17.3%)｡

しかし､14.4%の者 (再受診した者のうち 82.0%)は､前医でもできる診断や治療であ

るが､患者の希望で再受診していた｡

･当センターでの治療を希望して再受診した者のうち､外科療法を受けた者が 40.4%と最

tも多かったO-方､最終的に当センターで治療を行わなかった者は30.3%であったO

･当センターを再受診した者の多く (65.4%)が､当センターを継続受診していた｡しか

し､21.8%の者が､最終的に前医に戻っていた｡
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(別紙 1)がん相談対話外来 実施状況

がん相談対話外来件数調べ (2010.7.12-12.28)

妻

7/12- '8/ 1- i9/1- 10/ll ll/1- 12/l-
7/81 8/31 9/3O 10/31 11/30 12/28

7月 8月 9月 10月 11月 12月 合計

脳脊髄腫痔科 2 2 2 3 0 4 13

眼腫癌科 0 0 0 1 0 1 2

頭罷部腫痛科 2 3 4 0 3 4 16

形成外科 0 0 0 0 0 0 0
乳腺外科 1 10 3 0 3 2 19

乳腺 .鷹妬内科 5 17 16 14 14 15 -81

唾吸串外事 5 1 4 2 6 1 19

呼吸器内手 19 17 18 13 14 15 96

呼吸器内視鏡 0 0 0 1 1 0 2
食道外科 1 3 1 0 0 2 7

胃外科 2 1 0 2 3 3 ll

大腸外科 0 2 1 4 4 ー 12

消化膏内科 14 19 14 17 21 19 104

消化管内視鏡科 ､ 0 1 1 1 0 0 3

肝腹膜内幸 16 16 14 9 10 12 77

肝月旦障外事 6 4 2 8 2 5 27

泌尿器 .後腹膜腫癌科 18 15 13 20 12 12 90

婦人腫痔科 ll 6 8 4 1 6 36

骨軟都塵癌科 ~4 5 2 3 5 3 22

皮庸腫痔 3 2 ー 2 5 1 14

血液腰痛 5 10 4 8 6 4 37

造血幹細胞移書直科 2 2 1 4 6 8 23

小児腫痔科 2 0 1 4 2 0 9

放射線診断科 0 0 1 0 1 0 2
放射線治療科 _ 0 0 0 0 1 0 1
病理相敢外来 2° 2 7 7 10 6 34

脳脊髄腫疲科

眼腫頼科

預頚部腫痩科

形成外科

学L腺外科

乳腺･腫痔内科

呼吸器外科

呼吸券内科

呼吸器内視鏡

食道外科

胃外科
大腸外科

消化管内科

消化管内視鏡科

肝月旦月蔓内科

肝胆院外科

泌尿器.後腹膜腹痛科

婦人腫痔科

骨亘炊部刃重森科

皮膚腫癌科

血液腫痛科

造血幹細胞移植科

小児腫虜科

放射線診断料

放射線治療科

病理相談外来
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(別紙2) がん相談対話外来 利用者の感想

がん相談対話外来を利用 した患者 ･家族の方々に､終了後にアンケー トの結果

について (7月 12日-12月28日)
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(別紙3) がん相談対話外来 利用後の状況

がん相 談対話外 来 を利用 した患者 の方 々の､利 用後 の状況 につ い て

(7月 12日-12月28日)

がん相談対括外来利用後 再診の有無 (N=757) 人数 % 人数 %

対話外来のみの利用 624 82.4

対括外来後再診 133 17.6

うち､対話外来時た受診予約 88 11.6
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(別紙4) がん相談対話外来 再診理由､治療内容

がん相談対話外 来 を利用 した後 ､再診 した患者 の方 々の理 由 と受 けた治療 内容

について (7月 12日-12月28日)

治dEを希望した再診者の当セシターでの治虎内容(棟数回答可)(N=109) 人数 %

手術 .44 40.4

化学dt法 29 26.6

放射線*法 15 13.8

治倹 4 3.7

再診者の転林(2011年3月1'El現在)(N=133) 人数 %

当センターで兼横受診中 87 65.4

前医へ戻る ,. 29 21.8

前匡以外の'医dE機関へ転院 13 9.8

元亡 3 2.3

終珍 1 0.8
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(参考資料)
国立がん研究センター中央病院たおける患者数 ･死亡者数について

平成 22年 1月 1日～平成22年 12月31日

･年間新入院患者数 13,182人

･年間新入院がん患者数 13,182人

※年間新入院患者数に占めるがん患者の割合 100.0%

･年間院内死亡がん患者数 421人

･年間外来のべがん患者延数 240,072人

平成 21年 1月 1日～平成21年 12月31日

･年間新入院患者数 12,837人

･年間新入院がん患者数 12,837人

※年間新入院患者数に占めるがん患者の割合 100.0%

･年間院内死亡がん患者数 343人

･年間外来のべがん患者延数 234,880人
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若尾参考人提出資料

患者必携について
がん対策推進基本計画

分野別施策(3)がん医療に関する相談支援及び情報提供

(取り組むべき施策)

.インターネットの利用の有無に関わらず､得られる情報に差が

生じないようにする必要があることから､がんに関する情報を

掲載したパンフレットやがん患者が必要な情報を取りまとめた

患者必携を作成し､拠点病院等がん診療を行っている医療機

関に提供していく｡

(個別目標)

.当該パンフレットや､がんの種類による特性等も踏まえた患畳
必塵等に含まれる情報をすべてのがん患者及びその家族が
入手できるようにすることを目標とする｡

痕 衰 ･････′

患者必携普及に向けた活動(1)
平成22年
6月17日 患者必携(完成版)PDFをがん情報サービスに掲載

6月18日 患者必携｢がんになったら手にとるガイド｣をがん情報サービス携帯
版に掲載

9月15日 患者必携サポートセンター(コールセンター)開設

0570-02-3410平日(土日祝日を除く)の10時～15時
患者必携書籍版の準備

11月 患者必携事務局(活用･普及展開支援窓口)開設

書籍発刊にむけた作業

00がんの療養
情報 16がん種

がんになったら
手にとるガイド

わたしの療養
手帳(別冊)

http//ganjohoJP/m



患者必携普及に向けた活動(2)平成23年
1月下旬 がん診療連携拠点病院等に患者必携｢がんになったら

手にとるガイド｣見本版を配布､FAQページ開設

2月下旬 がん診療連携拠点病院､都道府県に患者必携｢患者さ
んのしおり｣､ちらし等を配布

3月上旬 全国の書店(700店)に配本｡1万5千店で取り寄せ可

3月上旬 保健所(660カ所)に送付

3月中旬 がん情報サービスPDF更新､電子出版リリース

3月下旬 都道府県指定の医療機関等(350箇所)に見本版､しお
り等を配布

3月下旬 患者会･患者支援団体の方へ見本版提供(250団体)

※現在募集中(詳細はがん情報サービスで)

配布数 しおり83万部
ガイド見本版 8万部 3

虜詣3-bE=W )

G ･LJ ･rl･･･1!･I-i･･-L･-恕tT,
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相談支援センターの体制平成21年度現況報告書 職種別相隠見構成
1ヽ 1､ 仇0,itヽ 10ヽ 7ヽ3I J_.i8ヽ l)医師El書抜師ロ保健師D社会福祉士J楕神保漣稚祉士

(H21年9月)より 3ヽ 30ヽ 1ヽ ロ薬剤師J路床検査技師E}栄養士ロ一般書練兵dその他

I破稚不明

専従.専任.兼任別相談員構成

T48120100点 80盟償 8040200 124 J平均相談点数:5_7人l i <

83

,,.I.i.::,t]･ノ:lLt:尖ら :..~丁1 60
(.-'J'' 室 30

__岬 】 . _き』 よ コ.去 ≡去 _｣.こ 4

相fJ滴数 WJuW -wdⅧ

相談支援センター 職種別相談員構成ox 1一 口医師

の体希d 一ヽ1ヽ 11ヽ39i 5ヽ I[ftW□保健師

平成22年度現況報告書(平成22年9月)速幸剛直 7ヽ3ヽ 32ヽ Jt ロ社会福祉士4挿神保健福祉士lj薬剤師+臨床検査技師El栄養士｡一般事務負○その他

相談員数階級別病院数 ー
専従.専任.兼任別格扱員数構成

140 - 124 ...J.--.- f平均相談負数5.8人 l

120 : -100 - -.-180 ,. --6 0 ｣ 一 一4240 . 1,98+JI-,芦J-,;J≡.iA55r_L 三､一 .Plo-
轡 I,p一..:
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相談支援センターの実績 H21年現況報告書より
平成21年6月～7月(44日間)の相談件数 377施設

総数 76,370件 平均 203.7件 中間値 99件
1日あたり 平均 4.6件 中間値 2.3件
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相談支援センターの実績 H22年現況報告書より速報値
平成22年6月～7月(43日間)の相談件数 388施設

総数 88,347件 平均 227.6件 中間値 119件
1日あたり 平均 5.3件 中間値 2.8件
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相談者区分
H21年度がん医療水準の均てん化を

目的とした医療水準調査事業報告書
(財)がん集学的治療財団

コ

N=7,797
H22年3月1日～5日

H22年度現況報告書(速報値)

白鳥粒のJL毛の相性

Ir自施投以外の王者の相摂

N=88,307
H22年6月～7月

1病院の相談窓口から脱却

できていない｡
9
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相談支援センターVS.医療連携室
H22年現況報告書別紙32より速報値
0%10%20%30%40%50%60%70%88%90%10)%

相談支援センターが医療連携圭の業務を

兼ねている

相談支援センターの業務として自施設の

受診までの流れや予約方法などについて

説明を行っている

相談支援センタ-の業務として白施設の

患者さんのための後方連携を行っている

｢Tl｢｢｢1-1フ

相談支援センターくくく医療連携室
'.'連携業務は病院経営に直接的メリットあり
相談支援業務は､指定要件を満たせば‥ .

がん治療連携計画策定料の導入でさらに加速

⇒ 相談支援業務充実のインセンティブの創設が必要 重 義



相談員研修カリキュラム
相談支援センター相談員基礎研修会(1)6時間

･がん相談支援業務に携わる上で､押さえておくべきがん医療
の基本事項

> 相談支援のプロセス､臨床腫癌学､セルフヘルプグループ､緩和医療学､
精神腫疫学

相談支援センター相談員基礎研修会(2)12時間

･各論

> がん予防と検診､支持療法､アス入スト関連疾患とその補償について､診療
ガイドライン､エビデンスとは､酷床試験､肺がん･乳がん･胃がん･肝がん･
大腸がん･血液がん

相談支援センター相談員基礎研修会(3)15時間

･相談支援業務におけるプロセスやポイント(グループワーク)

> がん専門相談員の役割､コミュニケーションスキル､相談支援のプロセス､

がんを抱えて暮らす人の理解､家族ががんになったとき､他の専門職や他

機関等との連携･協働､患者団体等による当事者活動･事例を用いたグ 11
ループワ-ク 圃

研修修了者の分布状況 相談支援センターでの配置状況
研修修了者数(研修記録より)

基礎研修(1)修了者 2038

基礎研修(2)修了者 1692

H21年度現況 告書より

基礎研修(1)修了者 230

基礎研修(1)+(2) 955

修了者

基礎研修(1)+(2)+(3) 467
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国立がん研究センターがん対策情報センター

患者･市民パネル｢患者･市民が望むがん情報検討会｣

･開催日二2011年02月13日(日)

･場所:国立がん研究センター築地キャンパス

･参加者:パネルメンバー54名(北海道から沖縄まで)

･テーマ:｢相談支援センターの活用に向けて｣

･相談支援センターの現状の課題､課題の解決に向けた方策
について､7-8名でグループディスカッション

13
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現状の課題について(1)

●周知について
>周知について､拠点病院内であっても患者.医療者ともに｢認知がされて
いない｣との意見が複数あがり､ポスター掲示によるPRでは､患者に自
分のこととして届かず､利用につながりにくいとの指摘があった｡

>相談支援センターの存在については､拠点病院を受診しなければまった

く知る機会がなく､拠点病薩以外の患者さんでも利用できることを知る機
会は極めて得にくいとの指摘があった｡

>｢院内の場所がわかりづらい｣との場所の周知の不十分さを指摘する意
見が多く､現状では､目的を持って綿密に探さなければその場所を見つ
けにくいことが多いと思われた｡

>相談支援センターが､｢何をしてくれる所かわからないlといった役割に関
する指摘も多く､自分に対して何をしてくれるのかが不明確であることか
ら､利用につながらない可能性があると思われた｡

14
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現状の課題について(2)

●体制について

>現状の体制について､利用する上で心理的･物理的な敷居の高さを感じ
ている声が多くあげられた｡

>その背景には､患者は､たとえ困っていても､自らの心理状態を客観的に
認識したり､相談の必要性を見極めたり､相談事項を明確化して整理する
ことにはしばしば困難が伴うことがあると考えられた｡

>相談したいことがあっても､現状の体制の中では相談支援センターに自ら
踏み込むことは｢話しにくい｣｢勇気がいる｣との声が多かった｡

>こういった中で､｢何か背中を押してくれるシステム｣のニーズが確認され
るとともに､さまざまな過程で患者の心理がくじけてしまわないように､敷
居を低くしながらも質的にも患者の心理的なニーズにしっかりと応えられ
る相談体制が必要であると考えられた｡

15
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現状の課題について(3)
●相談支援の内容

> ｢相談をしても的確な対応が得られなかった｣との意見や､｢相談員が患
者の心理的なニーズに十分応えられるか｣など､質的な課題についての
指摘が複数あった｡

>患者が聞きたいことと相談員が答えたいことのギャップについての指摘も
あり､多面的な患者のニーズに応えられるように､多職種での協働による
相談体制の充実化の必要性などが示された｡

●体制面､その他･まとめ
>地域･施設間による運営状況の違いが大きい

>運営が受身的であり､患者が必ず利用する仕組みになっていない

>連携業務は診療報酬につながるが､相談業務は､多くしてもインセンティ
ブにならない

などの指摘があった｡

16



課題の解決に向けて(1)
●院内周知

>チラシを受診したすべての患者に配布する､医療者から直接患者へ伝え
るなどの方法で､すべての患者に相談支援センターの存在を伝える､との
提案が多かった｡

>チラシについては､スタッフの顔写真を入れる､利用体験談を載せるなど
､患者の気持ちにより届きやすい工夫をとの提案があった｡

>医療者向けには､周知の徹底､病院全体でのバックアップ体制の確立や
､そのための病院長の意識が重要との意見があった｡

●院外周知
>全国で名称を統一する｡

>全国統一のロゴを公募し､利用する

>TVや新聞などの公共媒体の利用のほかに､行政と協同した地域に根付
いたPRの取り組みや(自治体の広報紙､地方紙の利用)､検診会場での
PRが多くあがった｡

>教育現場や出前講座による啓発活動など､より主体的に活動を周知して
いくことが重要との意見があった｡ 17
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課題の解決に向けて(2)
●気軽に相談できる体制づくり

>がん体験者が相談に応じるなどの｢ピアサポート｣と協働するとの意見が
多かった｡

>サロンを開設する､院内に支援センターのサテライトを設置する､運営時
間を延長する､｢開かれているがプライバシーが守られる｣環境を確保す
る､などの提案があった｡

>おもな相談内容を提示することで､相談しやすくなるとの意見があった｡

●相談の質の向上､その他

>相談支援センターで得られた情報を現場にフィードバックしたり､得られた
情報を集積し､リサーチ機能を持たせることで､医療の現場と患者をつな
ぐコーディネーターの役割を持たす｡

>相談件数や内容を広報する｡

などの提案があった｡

i
18
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がん情報サービス病院を探す

新規ページ(莱)
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廿
相談支援の内容を提示
(力を注いでいるもの5つ)

現況報告書別紙32より

◇ 相談支援センターの写真
現況報告書別紙36より
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相談支援センターの現状と課題:まとめ
がん診療連携拠点病院に相談支援センターが設置されたが､

･利用数が非常に少ない

･純粋な相談業務より医療連携業務が重視されている

･研修の修了者が固定率が低い

相談スキル鬼 積されていないo

対応策

>全国的な広報活動により､認知度を上げ､利用を促進する｡

患者必携(ちらし､しおり)の活用

>地̀域のがん情報拠点としての役割を再認識した上で､適切な
体制を維持するための適切な評価を行う｡

20
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